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2地域金融という言葉は金融辞典でも陽表的に示されておらず、日本で地域金融という言葉は、（金融制度調査会 [金融制度
調査会金融制度第一委員会中間報告, 1990]） で、具体的に明示され定義を試みている。本論文ではそれを用いている。（家
森 [家森, 2004]）13-21 ページ参照。 



























                                                 













1－1 日本の金融機関の現況について －与信業務と金融監督－ 
 
※ この図 1-1の貸出平均残高のデータは日本銀行ホームページの時系列データ検索サイト（日本銀行 [日本銀行, 2017①]























































                                                 




※ この図 1-2のデータは日本銀行統計月報より入手したホームページの時系列データ検索サイト（日本銀行  [日本銀行, 
2017①]） http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年 11月取得）より入手し作成した。貸出金残高は各金融機関の業
態別貸出金を総計したものを使用した 
 





全金融機関は、都市銀行・信託銀行（34 行）、労働金庫、信用組合 150 を除く銀行
を地域金融機関（全地方銀行 64 行、第 2 地方銀行 41 行、信金中央金庫を除く信用




                                                 
6  (天尾 [天尾, 2013]) 197-203ページ参照。ここでの記述で、著者は地震発生前後の東北各県の預金・貸出の動きなどの動きを
丁寧に省察している。 
7 外国銀行でも、日本国内に 55 行存在する。また全第 1地方銀行 64 行、第 2 地方銀行 41 行、信金中央金庫を除く信用金

























                                                 





量規制によるバブル潰し（1990 年 4 月開始）では、銀行は保有する貸出債権の良、
不良を選別するため、貸出債権の毀損に対応した適正な資産額を算定し、保有を目
論んだ。政府当局の監督の狙いは保有債権の選別を急がせる事にあった。 
 こうした事態は、1980 年後半から 2003 年まで続いた9。それは有史以来、世界規
模で金融緩和がなされ、グローバル化という世界規模の市場化とアジア諸国を含め
た発展途上国の経済拡大が起きたことと軌を一にした。そして、サブプライム ショ












                                                 
9 日銀を通じて公定歩合を引き上げ利子率上昇の誘導を進めるなどの加熱した資産価格の上昇を抑えるための施策は 1989 年
に講じられていたことを念のため述べておく。 
10 TPP 協定は、2015 年 10 月にオーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュージーラン
ド、ペルー、シンガポール、米国、ベトナムの計 12 カ国による包括的な経済連携協定として批准に至っていたが、2017 年 1
月米国は一方的にこの協定からの離脱が宣言され、2017 年から米国を除く国で協定批准の手続きが進められている。イギリス
の EU 離脱の選択は、国民投票で 2016 年 6 月に採択された。 
11 投資家、資産家が、自国の税制を回避し、税回避地に利益を確保する事を目論む世界企業の登場は金融機関の資産運用能
力などに大きな影響を及ぼす。 


























                                                 



















































                                                 
14 金融機関の破たんの事件は、戦前の昭和恐慌、あるいは第二次世界大戦後の復興期における混乱期まで遡ることもでき
る。第二次世界大戦前と戦後の金融システムの考察については、（寺西 [寺西, 2011]）865-897 ページ参照バブル後の金融破
























                                                 









止めたため、1998 年（平成 10 年）～2003 年（平成 15 年）の期間の平均残高だけが
入手可能である。これを図 1－3a に記しておく。 













                                                 
16 本論文の図の預金平均残高の値は日本銀行時系列データ検索サイト（日本銀行 [日本銀行, 2017①]） http://www.stat-








上記の図 1－3a の銀行グループの預金合計の平均残高の値は、日本銀行時系列データ検索サイト(日本銀行 [日本銀行, 
2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html ）（2017 年 11 月取得）よりデータを入手した。 
 
 
上記の図 1－3b の図は、ゆうちょ銀行の預金残高（末残値）は（ゆうちょ銀行 [ゆうちょ銀行株式会社, 2017] 
http://www.jp-bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.htmlと信用金庫については預金の平均残高値を、日本銀行時系列デー
タ検索サイト（日本銀行 [日本銀行, 2017①]） http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（それぞれ 2017 年 11 月時点） より
データを入手し、作成した。 






































プの貸出残高も似通った規模であることが確認できる（図 1－4 参照）。 
 
図 1－4は、銀行別の法人向け貸出残高（末残）の数値を、日本銀行時系列データ検索サイト（日本銀行 [日本銀行, 2017①]） 









図 1－5は、銀行別の個人向け貸出末残高の数値を、日本銀行時系列データ検索サイト （日本銀行 [日本銀行, 2017①]）
http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017 年 11 月取得）からデータを入手し作成した。信用金庫の値は日本銀行のデータ
収集中止により描けなかった。 
 
図 1－6は、日本銀行の時系列データ検索サイト（日本銀行 [日本銀行, 2017①]） http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html 


















































                                                 








Yij ＝ α＋βiXij +uj 
 
ただし、αは定数項、Yijは銀行グループ毎の総貸出平均残高の対数値、Xijは銀行
グループの利子率で、i=1 は都市銀行、i=2 は地方銀行Ⅰ、i=3 は地方銀行Ⅱ、i=4 は
信用金庫、j は観測値の番号であり、j での誤差項で uj～N(0, σ2)である。  
なお、この推計に用いた観測値は、日本銀行時系列データ検索サイト（日本銀行  
[日本銀行, 2017①]）http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017 年 11 月取得）
より入手したことを重ねて述べておく。 
そして、上記の単回帰の推計結果は以下の通りである（表 1－1～表 1－4、図１－
７～図 1－10 参照）20。 
 
都市銀行 ： Y1j=  14.6 －0.135*Ｘ1j ＋ej 
（2780***）         (-26.78***） 
地方銀行Ⅰ： Y2j=  14.8  － 0.323 *Ｘ2j ＋ej 
（3069***）     (-86.57***） 
地方銀行Ⅱ： Y3j = 13.4  － 0.216 *Ｘ3j ＋ej 
（1639***）   (-40.36***) 
信用金庫 ： Y4j = 13.6 － 0.146*Ｘ4j＋ej 
（1227***）    (-24.38***）                                       
※推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **有意水準５％、***は有意水準１％である。 
 
表 1－1 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数 = 68) 
従属変数:Y1j  :( l_lend_toshigin（都市銀行の総貸出平均残高の対数値）) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.6495 0.00526925 2780. <0.0001 *** 
Ｘ1j −0.135143 0.00504672 −26.78 <0.0001 *** 
 
                                                 




Mean dependent var  14.51023  S.D. dependent var  0.024097 
Sum squared resid  0.003279  S.E. of regression  0.007048 
R-squared（決定係数）  0.915717  Adjusted R-squared 
（修正済み決定係数） 
 0.914440 
F(1, 66)  717.0790  P-value(F)  3.62e-37 
Log-likelihood  241.4633  Akaike criterion −478.9267 
Schwarz criterion −474.4877  Hannan-Quinn −477.1678 
Rho  0.722382  Durbin-Watson  0.508031 
推計に用いた、銀行グループ毎の貸付の貸出残高（平均残高）の値と貸付の貸出約定平均利子率の数値を、日本銀行時系列
データ検索サイト （日本銀行 [日本銀行, 2017①]） http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月取得）
より入手し、作成した。表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％
となっている。  
 表のαは定数項、Std. Errorは、この推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted 
R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算
値である。加藤（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
この図1-7は銀行グループ毎の貸付の貸出残高（平残）の値と貸出約定平均利子率の数値を、日本銀行時系列データ検索サ
イト(日本銀行 [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月取得）より入手し、作
成した。 
 
表 1－2 モデル : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数 = 68) 
従属変数: Y2j ：地方銀行Ⅰ（l_lend_chigin1） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.7638 0.00481136 3069. <0.0001 *** 
Ｘ2j −0.323456 0.00373614 −86.57 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  14.35124  S.D. dependent var  0.057880 
Sum squared resid  0.001959  S.E. of regression  0.005448 










































図1－7　l̲lend̲tosigin 対 rate̲toshi (最小二乗フィット付)






F(1, 66)  7495.205  P-value(F)  1.11e-69 
Log-likelihood  258.9724  Akaike criterion −513.9449 
Schwarz criterion −509.5059  Hannan-Quinn −512.1860 






squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値




索サイト http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017 年 11 月取得）より入手し、作成した。 
 
表 1－3 モデル : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数 = 68) 
従属変数: Y3j ：地方銀行Ⅱ（l_lend_chigin2） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3591 0.00814853 1639. <0.0001 *** 
Ｘ3j −0.215993 0.00535118 −40.36 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.03300  S.D. dependent var  0.043951 
Sum squared resid  0.005039  S.E. of regression  0.008738 
R-squared（決定係数）  0.961067  Adjusted R-squared 
（修正済み決定係数） 
 0.960477 






































図1－8　l̲lend̲chigin1 対 rate̲chigin1 (最小二乗フィット付)
Y = 14.8 - 0.323X
24 
 
Log-likelihood  226.8559  Akaike criterion −449.7118 
Schwarz criterion −445.2728  Hannan-Quinn −447.9529 






squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値




イト(日本銀行 [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月取得）より入手し、作成
した。 
 
表1－4 モデル : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数 = 68) 
従属変数: Y4j   ：信用金庫（l_lend_shinkin） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.6315 0.0111118 1227. <0.0001 *** 
Ｘ4j −0.145517 0.00596830 −24.38 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.36177  S.D. dependent var  0.027375 
Sum squared resid  0.005017  S.E. of regression  0.008719 
R-squared（決定係数）  0.900070  Adjusted R-squared 
（修正済み決定係数） 
 0.898556 
F(1, 66)  594.4622  P-value(F)  1.01e-34 
Log-likelihood  227.0008  Akaike criterion −450.0015 










































図1－9　l̲lend̲chigin2 対 rate̲chigin2 (最小二乗フィット付)





Rho  0.894420  Durbin-Watson  0.106015 
推計に用いた、信用金庫の貸付の貸出残高（平均残高）の値と貸付の貸出約定平均利子率の数値を、日本銀行時系列データ




修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。



















































図1－10　l̲lend̲shinkin 対 rate̲shinkin (最小二乗フィット付)


















































                                                 
21本論の第二次世界大戦後の日本の金融の歴史については、(橋本 [橋本, 1995])と（橋本., [橋本, 2001]）を参照した。 
22米英のように代々の引き継いだ遺産を元手にする人が、初めて起業するときには、すぐに証券会社など直接金融を介する
ことが可能であった。戦後、占領国の日本では、皇族や財閥などの階層も力を失った。真に競争という意味で効果のあった改

















































1－6 日本の近代金融史Ⅱ 自国の貿易黒字と 1980 年代バブル後の変化 -
混乱からの復興- 






















                                                 
23 ここで説明するバブル経済はバブル景気と呼ばれていた。景気動向指数（CI）で見たとき、その期間は 1986 年（昭和 61
















そして、山一証券（1997 年（平成 9 年）に破たん）、日本長期信用銀行（1998 年
（平成 10 年）に破たん）の事件が起きたのであった。1989 年（平成元年）から日































































































                                                 



























1987 年（昭和 62 年）ブラックマンデーを経験した後、日本の金融機関は、2004
年（平成 16 年）に米国のサブプライム ローンを組み込んだ資産を購入して、大き














                                                 
30（花崎 [花崎, 2008]） p.110 参照。この研究では日本では銀行の収益性と雇用者、支店数といった経営規模が有意にマイ



























































第 2 章  金融機関（間接金融）の破たんと再生について 

















                                                 
34 全国銀行協会では、平成元年以降の銀行の合併変遷については、（全国銀行協会 [全国銀行協会, 2017]）のサイトで歴





36 新 SNA においても、金融機関の生産活動の源泉は他企業の要素所得が存在してこそ、利息収入などが獲得できる訳であ











































































ニュアル（金融庁 [金融庁, 2004②]）も改訂された40。 
                                                 
38 （天尾 [天尾, 2004]）95－97 ページでは、全銀行で、個人貸出のカードローン貸出の残高が急増している事実を指摘し
た。 
39 本論文では、2003 年（平成 15 年）3月 27 日に (金融審議会, [金融審議会金融分科会, 2003 年])「リレーションシップ 
バンキング機能強化に向けて」の報告審で示された骨格部分を参照した。 
40(日本銀行 [日本銀行, 2005])のレポートでは、日本の金融システムの現状と銀行の状態について説明し、当局がどのよう
















































































                                                 




































2 国民銀行（1999 年（平成 11 年）4 月 11 日）、幸福銀行（1999 年（平成 11
年）5 月 22 日） 
3 東京総合（相和）銀行（1999 年（平成 11 年）6 月 12 日）、なみはや銀行 1999
年（平成 11 年）8 月 7 日） 
4 新潟中央銀行（1999 年（平成 11 年）10 月 2 日） 
5 石川銀行（1999 年（平成 13 年）12 月 18 日）、中部銀行（2002 年（平成 14





それらは地域銀行に営業譲渡されるなど M&A（Merger & Acquisition ）が進められ
た。これらの動きを地域金融機関の改廃の代表例にしているのは、地域金融再編の





                                                 














4 と 5 のケースは、経営者一族の経営した銀行の破たんケースであった。つま
り、銀行の企業統治に問題があるとき、破たん銀行は営業した地域に存在した銀行








はあおぞら銀行（2004 年（平成 16 年）4 月）、日本債券信用銀行は新生銀行と名を



















日本長期信用銀行は 1952 年（昭和 27 年）東京に設立された。政府は、この銀行
の経営破たん状況を受けて、1998 年（平成 10 年）10 月に金融機能再生のための緊
急措置に関する法律第 36 条により、特別公的管理および同法第 38 条による株式取
得を決定した。政府は総額 8 兆円の国費を投入した。 
その後、2000 年（平成 12 年）3 月に特別公的管理を終了し、政府は発行済み普通
株式約 24 億株をニュー LTCB パートナーズに譲渡した。そして、日本長期信用銀行
は 2000 年（平成 12 年）6 月に新生銀行に改称した。ニュー LTCB パートナーズは
外資系ファンドの投資組合であり、その組合はリップルウッドや外国銀行で構成さ
                                                 

























                                                 

























                                                 
47 (金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]) 32 ページ引用。 
48 短期の金融調整、オーバーナイト金利による調整などの短期金融のコントロールと金融経営についての関係については














日本長期信用銀行は、1998 年（平成 10 年）の破たん処理過程の第一段階として







上記はコーポレート ガバナンス（Corporate Governance : 企業統治）に関わる問題
であり、4 に至っては、なぜ政府が日本長期信用銀行の破たんを助ける必要がある
のかという問題を含んでいる。これは、金融システムが経済成長の揺籃としての役
                                                 









て余力が乏しかった。したがって、預金保険機構等は 2000 年（平成 12 年）2 月 9 日







この組織は 2000 年（平成 12 年）6 月 5 日「新生銀行」として スタートした。付言
しておけば、この日本長期信用銀行の事例は、破たん金融機関を投資コンソーシア
ム (consortium)に譲渡した初の事例であった。 
国は、日本長期信用銀行に 2000 年（平成 12 年）2 月に金融再生法 72 条に基づき
金銭の贈与に係わる特例資金援助、 金融再生法第 62 条に基づいて損失補塡を行っ
た。また、新生銀行は、2001 年（平成 13 年）1 月 5 日に預金保険機構に対して、金
銭贈与に係わる特例資金援助および損失の補塡額の変更申し込みを行った。その結
果、預金保険機構は特例資金援助額を 3 兆 2,350 億円、金融再生委員会は損失補塡






あった。当時、その債権の買取額はそごうグループなど 3 社で、総額は 2,124 億円
であり、支払い見込みが 1,122 億円であった50。 
 














                                                 




















行は、譲渡後 2001 年 6 月から保有債権を顧みることなく、新規の与信業務に特化す
る経営を行うことが可能になった。 
新生銀行の不良債権残高は、初期には 2 兆 9,000 億円あったが、最終的には約
3,000 億円まで縮小した。その処理の内訳を見れば、不良債権の 4 割が瑕疵担保条項
で処理されたものであった52。 
 
２－３－３  日本債券信用銀行の歴史と破たん処理について 
日本債券信用銀行の前身は、明治 44 年の日韓併合から続く歴史ある銀行の流れを
汲む金融機関であった。以下に、簡単に歴史を述べる53。 
                                                 
52（金融庁 [金融庁, 2003]）7 ページ参照。 


















当時の新聞では、1997 年 4 月、日本債券信用銀行は再建計画を発表し、自社の関
連ノンバンクを破たんさせ「損失処理は終了した」と宣言した。その後、公的資金
が注入されたが、金融当局が監査に入った 1998 年（平成 10 年）12 月に「債務超過
で自主再建が困難」と見なされ、金融再生法により「債務超過状態で、自主再建は
困難」と認定され、当行は金融再生法に基づく特別公的管理に移行した55。 
                                                 
54 1910 年（明治 43 年）8月 22 日，日本と大韓帝国両国間で調印された日韓併合に関する条約が締結された。これはソウル
に寺内正毅朝鮮統監府統監と当時の李完用大韓帝国首相が調印し、同年 8月 29 日公布，即日実施された。この併合の前に
1904 年 2 月 23 日日韓議定書調印し、8月の日韓協約は調印された。そして、1905 年 11 月第二次日韓協約 (韓国保護条約) 
が調印された。これに基づき伊藤博文は初代の韓国統監に任命され、1907 年 7 月 24 日に韓国内政の全権掌握に関する日韓協
約が調印された。これによって保護政治，統監政治の完全な実現をみた。後に伊藤博文の暗殺事件があり、日本国内に韓国併
合の機運が高まったのは日本史でも有名な史実である。 
55 2004 年（平成 16 年）9月 4日付の朝日新聞では、破たん処理に投じられた公的資金は 4兆 8,000 億円、国民負担として






まず、日本債券信用銀行は、当局が 1998 年（平成 10 年）12 月 13 日に特別公的管
理開始を決定し、速やかに 新経営陣が選任された（同年 12 月 24 日、25 日）。新経
営陣は 1999 年（平成 11 年）2 月 26 日に特別公的管理銀行として調査され、当局に











その後、ソフトバンク グループは、2000 年（平成 12 年）6 月 30 日に日本債券信
用銀行譲渡に関する最終契約書を締結した。その後の経緯だけを以下に簡単に述べ
ておく。 
2000 年（平成 12 年）8 月 24 日に日本債券信用銀行より預金保険機構に申請があ
り、金融再生法に基づき、金銭の贈与と損失補塡の申し込みがなされた。日本債券
信用銀行の申し込みを受け、8 月 25 日にその必要性の認定を受けて、預金保険機構
                                                 




して、2000 年（平成 12 年）8 月 31 日に預金保険機構から日本債券信用銀行に対し
金銭の贈与に係わる資金 3 兆 1,497 億円がなされた。また、金融再生委員会より損
失の補塡も承認され、預金保険機構から 931 億円が支払われることになった。 
預金保険機構による適資産の買取は、預金保険機構が不適資産の買取処理の後、 
日本債券信用銀行の保有株式の買取申し込みという手順でなされた。預金保険機構
は、2000 年（平成 12 年）8 月 25 日に金融再生委員会の承認を受けて、同年 8 月 31
日に 4,839 億円、9 月 1 日に 1,657 億円で、総額 6,496 億円で日本債券信用銀行の保
有株式の買取を実行した。 
特別公的管理の終了は、2000 年（平成 12 年）9 月 1 日であった。詳しく述べれ
ば、預金保険機構が保有する日本債券信用銀行の発行済普通株式 25 億 153 万 6,000
株をソフトバンク グループに譲渡することで、その管理は完了となった。 
ソフトバンク グループは、2000 年（平成 12 年）9 月 5 日に行った公的資金による
2,600 億円の優先株式の引き受けを申請した。同時にソフトバンク グループの「経
営健全化のための計画」も金融再生委員会に承認された。整理回収機構は、特別公
的管理化の日本債券信用銀行から不良債権を買い取って、2000 年（平成 12 年）10
月 3 日に優先株の引き受けを行った。その後、譲渡された銀行は 2001 年（平成 13














1993 年（平成 5 年）に元国税庁長官の窪田弘元、1996 年（平成 8 年）に元日銀理
事の東郷重興の順に経営首脳として迎え、当行は事実上大蔵省・日銀の管理銀行と
なった。そして、日本債券信用銀行は、1994 年（平成 6 年）4 月海外業務より全面
撤退し、またノンバンクのクラウン リーシング社など系列 3 社を破たん処理し、











1997 年（平成９年）3 月、日本債券信用銀行の自己資本比率が国内基準の 4%を割
り込む水準まで低下した。1997 年（平成 9 年）3 月当時の大蔵省が中心となり再建
                                                 






















                                                 
58 （金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]）8－11 ページ引用。 





一次の買取は 1999 年（平成 11 年）11 月 22 日に行われ、二次の買取は 2000 年
（平成 12 年）8 月 28 日に 行われた。預金保険機構の委託を受けて整理回収機構で







2001 年（平成 13 年）1 月、国が引き取った債権額は 163 億円で、支払い見込み額
は 67 億円であった。「瑕疵担保」の条項では、2004 年（平成 16 年）9 月末にその








行に転換できず、日本で最後の相互銀行であった。そして、1992 年（平成 4 年）に
伊予銀行に吸収された。それまで、金融不安の嵐が吹き荒れても、銀行は破たんし
                                                 
60 （金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]）11－13 ページ引用。 






1995 年（平成 7 年）、こうした不良債権処理は本店事業推進部に一本化される
































旧経営陣の責任追及のため、1999 年（平成 11 年）1 月 27 日「内部調査委員会」
が設置された。まず、同年 7 月 16 日に調査報告書が経営陣に提出され、その報告書




2000 年（平成 12 年）8 月 24 日、監査役会は「金融再生法第 50 条第 1 項に基づき
訴えの提起その他の必要な措置を取るべき旧経営陣の職務上の義務違反を認定する
には至らなかった」との最終結論を出し、取締役会もこの事項を承認した。ソフト
バンク グループへの譲渡が 2000 年（平成 12 年）9 月 1 日 に行われたこともある
が、旧経営陣に責任は無いという結論は、結果として譲渡する銀行の債権評価を保
証した国の責任を認める事態になった。 
                                                 





































・国民銀行（1999 年（平成 11 年）4 月 11 日）、幸福銀行（1999 年（平成 11 年 5
月 22 日） 
・東京相和（1999 年（平成 11 年）6 月 12 日）、なみはや銀行（1999 年（平成 11
年）8 月 7 日） 
・新潟中央銀行（1999 年（平成 11 年）10 月 2 日） 
・石川銀行（2001 年（平成 13 年）12 月 18 日）、中部銀行（2002 年（平成 14







                                                 
















国民銀行は、1999 年（平成 11 年）4 月、金融再生委員会に「金融再生法に基づく
管理を命ずる処分」に基づき、破たんを申し出た。これが第二地方銀行最初の破た
んであった64。 
さて、この破たん金融機関は、金融再生委員会より 2000 年（平成 12 年）8 月 14
日に管理を命ずる処分を取り消され、同時に破たんした国民銀行は八千代銀行に営
業譲渡された。資金援助として金銭の贈与は 1,835 億円であり、資産の買取額は 350
億円で、同行は日本で初となる公的資金の注入を受け入れた。国民銀行は 2000 年
（平成 12 年）10 月 1 日付けで営業譲渡の成立とともに解散し、9 年後に精算を完了
し、完全消滅した。 
                                                 






2000 年（平成 12 年）8 月 14 日に譲受していた。その内訳の概略だけを見れば、甲













八千代銀行は、2013 年（平成 25 年）8 月 5 日、同じく都内を地盤とする地方銀行
の東京都民銀行と金融持株会社を設立することに同意し、2014 年（平成 26 年）10
月 1 日に、両行が銀行子会社として傘下に入る形の金融持株会社「株式会社東京 TY
フィナンシャルグループ」を設立した。この形式は、現在では足利銀行と常陽銀行
                                                 
65返済方法は、優先株を発行で公的資金の注入がなされていたので、その株式を業務提携先及び筆頭株主である旧住友信託
銀行に株を譲渡する形にして資金を返済した。  
66 国民銀行の旧経営陣の責任追及に関しての記述は、金融再生委員会の報告書（金融再生委員会 [金融再生委員会, 
2000]） 14－15 ページ引用。 
68 
 
が、2016 年（平成 28 年）10 月 1 日に金融持株会社を作った形にも活かされている
と言える。 
















幸福銀行の前身は 1926 年和歌山市で無尽銀行として設立され、1951 年大阪に本
店を移転するとき相互銀行に業務転換し、それが 1989 年に地方銀行に転換した。 
                                                 
67 八千代銀行は 2007 年（平成 19 年）に東証一部に上場したことも付言しておく。 
68 幸福銀行の福の礻は示偏が正確な表記であることを述べておく。 



























時が過ぎ、1997 年夏、大蔵省銀行局は、関西地区で経営の行き詰まっていた 4 行
（幸福銀行、京都共栄銀行、福徳銀行、なにわ銀行）の合併案を、各行それぞれに
持ちかけた70。 
1995 年（平成 7 年）8 月、関西で木津信用組合と兵庫銀行が経営破たんし、翌
年、阪和銀行で業務停止命令が出された。市場では「次はどの銀行が危ない」とい
う噂が流布され、経営不安の 4 行は金融の火薬庫と呼ばれた。そして、1995 年（平
成 7 年）年 9 月、4 行の経営不振の事態が表面化し、大蔵省の特定合併制度への不評
の声が政治から上がった。この環境で、大蔵省も 4 行同時処理を諦めて、結局、2
行ずつを順に処理する方針へと舵を切った。 
まず 1998 年（平成 10 年）10 月 26 日、幸福銀行は自主再建を断念した京都共栄銀

















1999 年 3 月 19 日、金融監督庁は幸福銀行に対する立ち入り検査を終え、同年 4 月
13 日、同庁が再度 1998 年 9 月末時点での資産内容を調べ直した。その結果は、問題
債権が自己査定に比べ 994 億円増加しており、仮に、いま不良債権を適正に処理し
たとしても、幸福銀行は 464 億円の債務超過になっていることが判明した。金融監
督庁は、幸福銀行にこの改善策として 1 か月以内に資本増強策を提出し、1999 年 3
月期決算で、その方策の結果を報告することを求めた。これを受け 1998 年（平成


























































約を締結した。この契約を受けて、2001 年（平成 13 年）2 月 5 日、金融庁はウィル
バー・ロスの率いる投資ファンドの設立した新会社「関西さわやか」に銀行免許を
交付し、「関西さわやか銀行」が発足した。同行頭取には東京三菱銀行元取締の高
橋修一が就任し、同年 2 月 26 日、幸福銀行は関西さわやか銀行に事業譲渡され、3










担保を取らず不正融資をしていたとして、1999 年（平成 11 年）9 月大阪検察特捜部
に逮捕された。そして、2003 年（平成 12 年）3 月、大阪地裁は、頴川に懲役 4 年 6
か月の実刑判決を下し、2008 年 4 月実刑が確定した。しかし、被告はすでに高齢の
ため収監されぬままの幕引きとなった。 
幸福銀行を含むグループの中核であった「大一商店」は、2000 年 5 月、大阪地裁
で破産宣告を受けた（負債総額は 205 億円であった）。他方、グループ企業の中堅
の消費者金融会社「コーエー クレジット」は、1998 年に G.E.コンシューマー ファ





の経営悪化で、2009 年（平成 21 年）9 月、ネオラインキャピタルにすべて売却さ
れ、同年 11 月、社名を株式会社ヴァラモスに変更した。 更に、2012 年（平成 24
年）1 月、ネオラインホールディングス（現在 JT インベストメントに改称して解
                                                 
71 旧経営陣に対する責任追求の記述は、金融再生員会の報告書 (金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]） 17-18 ページ
を引用した。 



















し、無尽業法の正式な免許を与える方針を示した。1950 年 2 月、平和勧業、東京殖
産、東京興産の金融会社三社が合同し、東京協和殖産無尽株式会社が設立された。




                                                 
73 ネオラインホールディングス時代の時効期間が経過した債権で貸金請求訴訟を起訴すること、例えば予め少額だけを支払
わせて、消滅時効の援用を封じて債権に加え多額の延滞金を請求する行為を行うなどを通じて債権回収を行った。 
74 幸福銀行の管理終了までの過程は、(金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]) 18-19 ページを引用した。 
75 東京相和銀行の破たんと経営陣に対する責任追及状況ついての記述は、金融再生員会の報告書(金融再生委員会 [金融再















 1989 年（平成元年）2 月、東京相互銀行は普通銀行に転換し、東京相和銀行と改
称し、第二地方銀行で資金量一、二位を争う規模になった。そのとき、金融バブル
が崩壊し、東京相和銀行でも「経営不安」の声がささやかれるようになった。1997





 1998 年（平成 10 年）、長田と個人的に親交のあった三井埠頭、ヤオハン等が相
次いで破たんした。その後、金融監督庁は東京相和銀行の金融検査を行い、東京相











 さて、東京相和銀行の金融整理管財人は、東京相和銀行を 2000 年（平成 12 年）6
月 27 日、米国のアジア リカバリー ファンドが中心となって組成した「日本さわや
か パートナーズ社」の創設する銀行持株会社傘下の新設銀行子会社の一つに、同行
の営業譲渡を行う基本合意書を締結した76。しかし、基本合意書締結後に判明した
東京相和銀行の事情等により、基本合意書で定めた 2000 年（平成 12 年）10 月末日
までに営業譲渡契約できない事態が生じた。そのため、金融再生委員会は、基本合
意の枠組みの中で、東京相和銀行の譲渡で問題解決できない可能性が高いと考え、





譲渡に関して付言すれば、同行は、2001 年（平成 13 年）6 月 11 日、アメリカの
投資ファンド会社であるローンスターが設立した株式会社東京スター銀行に東京相
和銀行を営業譲渡し、再スタートすることになった。 
                                                 





くもの歳月を要し、2010 年（平成 22 年）3 月 11 日付で清算が終了し、完全に消滅
した。この東京相和銀行の破たん綻処理には、金銭贈与や債権買取により、公的資










（平成 12 年）5 月 10 日旧経営陣に対して告発が行われた77。その告発を受けて、
2000 年（平成 12 年）5 月 11 日、警視庁・東京地検は不正増資疑惑で長田ら旧経営




責任追及の論拠は、商法 280 条の 13 の規定に基づき、1997 年（平成 9 年）9 月およ
び 1998 年（平成 10 年）3 月に実施された第三者割当増資に関し、旧経営陣に資本の
                                                 



































































2013 年（平成 25 年）台湾大手の中国信託商業銀行が、東京スター銀行のほぼす

































12 年）7 月 28 日に金融再生委員会は、なみはや銀行を大和銀行、近畿大阪銀行との
間に営業譲渡契約を締結することを了承した。これは、なみはや銀行の所有する支
店などを譲渡先である大和銀行と近畿大阪銀行に、それぞれ分割して譲渡するとい
                                                 
80 なみはや銀行の破たん処理についての記述は、金融再生員会の報告書 （金融再生委員会 [金融再生委員会, 2000]） 
21-24 ページを引用した。 






















                                                 
82 ホールディグス内で、あさひ信託銀行の部門を大和信託銀行に営業譲渡するなど、りそな銀行の信託に係わる部分は整理
されていることを念のため触れておく。 
83 日本では純粋持株会社は事業支配力が過度に集中する懸念から、独占禁止法によって禁止されていた。それは 1997 年
（平成 9年）6月法改正により解禁された。そして、子会社が金融機関に限定された金融持株会社も 1997 年 12 月に解禁され
た。（前田 [前田, 2006]） 693－695 ページ参照。 
84 純粋持株会社とは、主たる事業の無い、子会社の株式を所有し、すべての小会社の事業活動を支配（統制）することのみ
を事業目的とするものである。事業持株会社は、他の会社の活動を支配（統制）するだけではなく、当会社自身も相当の規模










中する恐れから禁止されていた。しかし、日本でも 1997 年 6 月に法改正により、そ
れらが解禁され、子会社が金融機関に限定されている金融持株会社も 1997 年 12 月
に解禁された。 
この処理の特徴は、持株会社を使った処理であることに加えて、金融整理管財人





うという意味で特徴を有する86。2000 年（平成 12 年）8 月 4 日、旧経営陣 4 人に対









                                                 
86  旧経営陣の責任追及については、(金融再生員会 [金融再生委員会, 2000]) 22 ページを引用した。 
87 執行役員の善管注意義務、利益相反取引回避義務があるが、なみはや銀行の場合にそれが当てはまるのか、法的にさま







この銀行も無尽会社からの出発であり、1942 年（昭和 17 年） 新潟無尽株式会社

















                                                 
88 無尽会社は全国的に存在していた。山梨県では無尽ということが現在まで盛んに行われている。明治 30 年代から始ま
り，比較的古い歴史をもつ一般的金融機関の役割を果たした。農村でも都市でも立地しているが、農村よりも地方都市、大都
市に存在する場合が多い。最初の無尽会社は、1901 年（明治 34 年）東京の共栄貯金合資会社の設立であった。1939 年（昭和
14 年）に無尽会社は資本金 10 万円の株式会社に改組された。この基準は当時、例外的な優良会社の規模に類するものであっ
た。 





1999 年（平成 11 年）6 月、金融庁は、このままでは新潟中央銀行が自己資本不足
に陥ると判断し、検査を踏まえて、新潟中央銀行に早期是正措置を発動した。当行







































行と東日本銀行との間で、2000 年（平成 12 年）12 月 20～21 日をかけて、新潟中央
銀行の営業譲渡契約を締結した。契約後、新潟中央銀行は 2001 年（平成 13 年）5 月
11 日までに営業を終了し、各受皿銀行へ 5 月 14 日付けで店舗網と預金、正常債権の
みを分離した上、それらを譲渡・承継した。 









例えば、1998 年（平成 10 年）から 1999 年（平成 11 年）まで、富士中央ゴルフ倶
楽部の運営会社に約 30 億円融資した案件では、管財人は、この融資が経営陣の「迂
回融資」の手法で、甘い審査に基づいて当行に損失を与えたとして、経営陣を旧商
法の特別背任容疑で告発した。検察はそれを立件、2001 年（平成 13 年）1 月に逮捕、
起訴を求めた。裁判の結果、経営陣の大森元頭取は 2003 年（平成 15 年）の一審で
有罪判決を受け、後に刑は確定され収監された。 
また、整理回収機構（The Resolution and Collection Corporation：RCC）が行った新





                                                 
90 旧経営陣に対する経営責任追及については、(金融再生員会 [金融再生委員会, 2000]) 24 ページを参照した。 
91 整理回収機構(The Resolution and Collection Corporation：RCC)は、預金保険機構の全額出資の下、1996 年（平成 8
年）7月に設立された住宅金融債権管理機構を前身とし、1999 年（平成 11 年）４月に整理回収銀行と合併して現在の株式会
社整理回収機構となった。 この機構は住専問題依頼、破たん金融機関等から買い取った不良債権等を適正かつ効率的に回収
し、これら金融機関の破たん処理のために投入された公的資金すなわち国民負担の最小化に努めている。また、健全金融機関
から不良債権を買取り、それらの回収を行い、健全金融機関の不良債権処理の促進にも寄与している。2017 年（平成 29 年）



































が起源であった。この株式会社は北国無尽株式会社（1944 年：昭和 19 年）を吸収





























上記に記した理由から、石川銀行の 2000 年（平成 12 年）3 月期決算の不良債権の
公表総額は 1363 億円であったが、2001 年（平成 13 年）3 月期決算で不良債権はさ
らに 1814 億円で、年間で約 500 億円の不良債権額の急増を記録した。  























金融当局は、石川銀行を 2001 年 10 月下旬から始まった異例とも言える過去 1 年
間で 2 回の金融庁特別検査を行って、この増資の矛盾を指摘した。結局、金融当局
は当行で不良債権が 451 億円増加したことを指摘した。 
この結果、石川銀行は 2001 年（平成 13 年）9 月期決算で 224 億円の債務超過、自
己資本比率は連結で-6.37%であり、その認定を受け、石川銀行は、金融当局に 2001























2002 年（平成 14 年）11 月 15 日、金融庁は受け皿行として北陸銀行、北國銀行、
富山第一銀行、金沢信用金庫および能登信用金庫の３銀行と２信用金庫の譲渡適格









                                                 
95 石川銀行の破たん処理と金融整理管財人の記述は、(金融庁 [金融庁, 2003]) 2－3 ページを引用した。 
96 石川銀行の承継銀行の一時譲渡の記述は、(金融庁 [金融庁, 2003]) 3 ページを引用した。 




（平成 21 年）7 月 彼の控訴は名古屋高等裁判所で棄却され、不正融資の主犯と認定
し、懲役 3 年を言い渡した金沢地裁判決を支持し、被告が上告しない意向を示した
ため、実刑が確定した。 














                                                 






２－４－７ 中部銀行の破たん処理過程の特徴  
中部銀行は 1916 年（大正 5 年）静岡県浜松市の創設された西遠無尽株式会社を前
身とした金融機関であった。戦後、本店を静岡市に移転し、1952 年（昭和 27 年）
相互銀行法の施行によって株式会社中部相互銀行に改称した。 







1989 年（平成 11 年）、石川一族の帝産グループは、中部銀行の融資を元手に不
動産投資を拡大させた。そして、バブル崩壊後、中部銀行の不良債権は一気に増大
した。当時、中部銀行の負権総額は約 1,000 億円であった。このとき、経営責任を




響力を削ぐことを画策した。そして、飯塚は 1998 年（平成 10 年）3 月、協栄生命
（現：ジブラルタ生命）と資本提携するとともに、静岡県内企業や地域金融機関に
                                                 
991933 年、帝産グループの発祥は、帝国産金興業株式会社（現在の帝産観光バスの母体）であり、既存の鉱区を買収し、伊
豆の大仁鉱山や北海道の鉱山の操業を再開し、成功を収めた。（高木 [高木, 2006]と( [高木, 2003])著書の事業再生の手法
を参照し、引用した。 








1998 年（平成 10 年）4 月、飯塚は頭取を辞め、その後任に中部銀行に勤めていた
日銀出身の栂井尚志副頭取を昇格させた。栂井頭取も飯塚路線を継承し、経営改革
に取り組んだが、2000 年（平成 12 年）10 月、突如、中部銀行の提携先であった協
栄生命（現：ジブラルタ生命）が破たんした。それによって、中部銀行で 48 億
4,600 万円の特別損失が発生した。この危機を乗り越えるため、中部銀行は 2001 年
3 月、個人や取引先を対象に 35 億円の第三者割当増資を実施し、資本増強を行っ
た。このとき、金融庁は、2001 年（平成 13 年）11 月中部銀行を検査した。その結
果、当局は 2000 年（平成 12 年）9 月末の自己資本比率は単体で 3.05%、連結ベース
で 2.63%に悪化していることを指摘し、12 月中部銀行に早期是正措置を出した。早
期是正措置を受けて、中部銀行は信用不安払拭のため、2002 年（平成 14 年）1 月、
国内の証券会社等に 200 億円の増資要請を柱とする経営改善計画を発表した。実
は、この増資計画は当初からすでに行き詰まっていたが、あえて、基本合意に達し
たと公告したため、2002 年 3 月金融庁は中部銀行に業務改善命令を出した。 
政府は、その頃、金融システムの安定を図るため、2002 年（平成 14 年）4 月 1 日
のペイ オフ解禁を控えていた。軌を一にして、金融庁は不良金融機関に対して強い
態度に臨む方針を表明した。他方、地方自治体もペイオフ解禁を控え、独自の基準










明した。県が新年度（2002 年 4 月 1 日より）から中部銀行に預けていた公金預金を
他行へ移す方針を固めたという風評が流れて、中部銀行の預金流出は多い日で 1 日
10 億円程度起きた。ペイ オフ解禁の実施の告知もあり、業務改善命令の発動直後に
は、預金流出は 1 日 20 億円程度まで増えて、早期是正措置発動から、わずか 2 ヵ月
間で総預金量の 1 割以上の 445 億円が中部銀行から流出する事態となった。 
この事態を受けて、ついに中部銀行は 2002 年 3 月 7 日には臨時株主総会を開催




信用不安が拡大するのは必至と判断し、中部銀行は 2002 年 3 月 8 日、当局に預金保

























られた。この銀行は金融再生法第 27 条により、2001（平成 13 年）年 3 月までの時
限措置として導入されたが、2000 年（平成 12 年）の預金保険法改正で恒久立法と
された。この承継銀行は、預金保険機構の子会社の位置ではあっても、銀行免許を
取得しているため、銀行法上の「銀行」として扱われる。承継された銀行の取引関
                                                 












ただけである。これは、2012 年（平成 24 年）の預金保険法改正により、整理回収
機構が承継銀行業務を行う機能を追加したためであった。 








2－5 地方経済の主要銀行（足利銀行）の破たん処理について  
ここで取り上げる足利銀行は地域行としての以下の 3 つ特色があった103。 
1. 最盛期に北関東地域（栃木、群馬、埼玉、茨城）で、都市銀行を凌駕すると
いう意味で、預金、貸出に関して圧倒的占有率を保っていたこと 
                                                 







当行の創設は 1895 年（明治 28 年）9 月 25 日、荻野万太郎が足利銀行初代社長と
し、当時の足利町（現足利市）の繊維業者を中心取引先として創業し、両毛地区







（大正 3 年）5 月、足利銀行は地方銀行で初めて東京支店を開設し、本部機能を東
京に移し、情報収集機能を強化した。例えば、東京川崎財閥と提携して、いち早く
大不況の到来を察知し、1920 年（大正 9 年）融資額の 3 分の 1 ほどを回収し、昭和
金融恐慌による経営損失を最小限に抑えた。 












ことはなかった。そして、1967 年（昭和 42 年）、足利銀行本店は栃木県庁所在地
の宇都宮市に移転した105。 
足利銀行は 1970 年代に北朝鮮に対するコルレス バンクとなり、同国との海外送











が 2003 年（平成 15 年）9 月の中間決算で債務超過の事態になった（2003 年(平成 15
年)発表）。金融庁は預金保険法 102 条に基づき、足利銀行の全株式を強制取得して
一時国有化を決めた。これはいままでにない破たん処理の方法であった。預金保険
法第 74 条第 5 項に基づき、「その財産をもって債務を完済することができず、その
業務若しくは財産の状況に照らし預金等の払戻しを停止するおそれがある」という
事態を想定したからであった106。 
                                                 
105 足利銀行では頭取は 1980 年に社長から頭取に名称が変更されているため、本文ではそのように記載した。 























                                                 
107 （永見 [永見, 2004]）参照。この論文では、会計士の企業判断の意見の答申の問題が記述されている。 
108 税務会計の知識である税効果会計の自己資本に与える効果については、(田中 [田中, 2005]) 65-78 ページの税効果会計
の税法との関係についての記述を引用し、本論文の考察は試みられている。また、繰延税金資産と自己資本のあり方について
は、繰延税金資産についは、（田中 [田中, 2005]）71-73 ページ、(金融庁 [金融審議会金融分科会第二部会, 2004②]) 4-10
ページを参照した。 
























                                                 
110 この増資の動きについて、金融当局は市町村にまったく注意を喚起していなかった。2002 年（平成 14 年）1月に栃木県




112 1988 年 7 月に BIS（Bank for International Settlements＝国際決済銀行）の常設事務局であるバーゼル銀行監督委員
会で合意された、銀行の自己資本比率規制のこと。「バーゼル規制」「バーゼル合意」とも言われる。銀行として備えておく
べき資産から資本の準備額をあらかじめ見積もり、それを上回る自己資本を持つことを要求したものである。 
113 ここでの記述は、(足利銀行 [足利銀行, 2004②]) 9-12 ページを引用しつつ、筆者の解釈を記載した。 
104 
 
もう一つの原因は、1998 年（平成 10 年）金融不安を考慮した政府が施策を指示













1975 年（昭和 50 年）に足利銀行の店舗数は 93 で、1995 年（平成 7 年）に 212 に
ほぼ倍増した。1985 年（昭和 60 年）貸出金残高は 2 兆 3,000 億円から 1995 年（平
成 7 年）4 兆 8,000 億円に増え、貸出は 10 年でおよそ 2 倍を超えた規模まで拡大し
た。当時の中曽根内閣時代のリゾート法の影響もあり、足利銀行は建設業・不動産
                                                 
114 (金融庁 [金融庁, 2002]) 2－4ページで示した不良債権処理が実施され、本論でもそれを引用した。当時の金融不安の
中、足利銀行は、上記のようにバブル崩壊により貸出債権が不良債権化していたが、当時の北海道拓殖銀行・山一証券・日本
長期信用銀行など大手金融機関の破たんが相次いだ 1998 年（平成 10 年）前後の金融不況は乗り越えることができた。(足利
銀行 [足利銀行, 2004②]) 11－12 ページを参照にした。 
115 足利銀行の web 上で記された社史（2002 年（平成 14 年）11 月時点）や当時の行員へのヒアリングによって当時の経営
















足利銀行の社史の Web（https://ja.wikipedia.org/wiki/足利銀行）(平成 29 年 11 月時
点））で記された内容を検証し引用すれば、バブル経済期に足利銀行は地盤の栃木
県内、また、東京支店ではリゾート開発などの不動産融資を増大させ、1995 年（平
成 7 年）預金量では、第一地方銀行全行で 5 位を記録した。 




                                                 
116この時期、1995 年（平成 7年）ホテルニュー岡部やあさやホテルは海外進出を果たし、また、栃木県内に豪華な建造物が
建造された。この取引の実態は、（足利銀行 [足利銀行, 2004②]） 4－5ページから、その実情は確認できる。 
117 当時の足利銀行の東京の支店は、東京・日本橋・赤羽・新宿新都心・渋谷に存在した。1990 年（平成 2年）に足利銀行
の預金量は、全国地銀で第 5位まで上昇した。 
118 このノンバンクへの融資の状況については、（足利銀行 [足利銀行, 2004②]）5ページと 8ページから引用した。当時
の子会社の数は、（足利銀行 [足利銀行, 2004②]）18 ページより引用した。なお検証に web 上で記された社史 https://ja.w



















資残高の変化を見れば、1984 年（昭和 59 年）度末 6,000 億円であったが、1989 年
（平成元年） には 1 兆円を越える規模であった。足利銀行全体の融資残高は、ほぼ
5 年間で倍増し、1984 年（昭和 59 年）度末 2 兆 2,854 億円から 1989 年（平成元年）
度末には 4 兆 4,577 億円までに膨れあがった。 
                                                 
119 那須塩原市では、首都移転構想について 2017 年現在で以下の http://www.city.nasushiobara.lg.jp/01/001007.html 
（平成 29年 11 月時点）で、首都機能の移転先の詳細を見ると、当時の地域の過熱した状況を知ることができる。上記サイト
を参照した。 



























                                                 
























                                                 
122 (足利銀行 [足利銀行, 2004②]) 5 ページを引用した。 




















していた（金融庁 [金融庁, 2004②]参照）127。 
 




126金融再生プログラム（金融庁 [金融庁, 2002]）と金融検査マニュアル(金融庁 [金融庁, 2004②])参照。 
127破たん期の金融庁検査マニュアル(金融審議会金融分科会 [金融審議会金融分科会, 2005])(金融審議会分科会 [金融審議























                                                 
128（天尾 [天尾, 2004①]）45 ページの図３、47 ページの図 4参照。図の貸出残高や前年度比の実質数値の変化率で見て
も、上下を繰り返す動きであった。 
129 (天尾 [天尾, 2004①]) 45 ページを引用した。破たん前に貸出と預金残高の双方が一定水準で推移していることが分か
る。経営状況については、（足利銀行 [足利銀行, 2004②]）の概要の<業務及び財産の状況の記載事項>の<参考>[不良債権処
理額・業務純益･含み損益・自己資本等の推移]の表を参考にした。  







という業務は一切評価されない。それが 2 と 3 の評価判定基準と言える。 
足利銀行が経営危機に陥ったとき、地域住民はこの金融機関を支えることに奔走
した。 
1994 年（平成 6 年）3 月期決算で破たん先債権額が 632 億円であって、経営不安
が噂され、ついに 1997 年（平成 9 年）秋に取り付け騒ぎが発生した。そのとき、足
利銀行は歴史的につながりの深い東京三菱銀行（現・三菱 UFJ 銀行）から総額 1,00
0 億円の資金を調達し、同時にリストラ策を策定し公表、地元取引先の金融支援も
併せて受けた。この策で足利銀行の信用不安が沈静化するまで、1997 年（平成 9
年）9 月末の総預金残高 5 兆 3,740 億円であったが、1998 年（平成 10 年）には 5 兆
856 億円になり、当行から１年で 3,000 億円近い預金が流出した。 
足利銀行は 1990 年代に開設した埼玉県内の上尾と鴻巣や、問題融資の多かった東
京地区の各支店を 2000 年（平成 12 年）までに近隣店舗に吸収させ撤退させた131。 
足利銀行は、1999 年（平成 11 年）から 2000 年（平成 12 年）まで、計 3 回総額
1,350 億円の公的資金の投入を受けながら、2000 年（平成 12 年）11 月に自己資本増
強のため 6,000 万株の優先株（1 株額面 500 円、計 300 億円）を発行した。さらに、
足利銀行は 2001 年（平成 13 年） 不良債権処理を進め、2003 年（平成 15 年）3 月期
決算時に業績の V 字回復を目論み、経営改善計画「あしぎん改善計画 プロジェクト
A」を発表した。この計画を支援するため、行内に地元財界人を中心に経営諮問委
員会を設置した。しかし、当時、地元経済も低迷期にあって、健全化計画の実行と





（平成 14 年）1 月に約 300 億円の普通株増資を行った（1 株 114 円）。この一連の
増資に栃木県および県内 12 市の自治体が総額 10 億 2,000 万円の株を公的資金で購入
し対応した。そうした施策も功を奏すこともなく、2002 年（平成 14 年）3 月期決算
で、足利銀行は大幅な純損失の状態となって、遂に優先株も無配の状態になった。 
他方、足利銀行は親密であった融資先が自ら自己破産を申請し、当行の不良債権
処理は加速した。例えば、2000 年（平成 12 年）12 月上野百貨店が自己破産（負債
総額 164 億円）し、上場企業で当行を準メインバンクとした日本ビューホテルなど
の大口融資先で倒産が続いた。そして、2001 年（平成 13 年）10 月には後に詳述す
るシモレン株式会社が民事再生法を申請（足利銀行の不良債権額約 130 億円、翌年
破産宣告）した。 
また、2002 年（平成 14 年）に『北朝鮮による日本人拉致疑惑』が国内問題とし
て大きく取り上げられたとき、足利銀行は北朝鮮向けコルレス業務を取扱が少なか
ったことを理由に、資金送金などの金融業務を速やかに打ち切った。 

















































1. 債務者区分の判定についてアドバイザ一などの助言に基づき基準見直   
しを行った（恣意性の高いと判断された融資を排除した）。 
2. 不動産担保の評価を 2003 年（平成 15 年）9 月期と比べ、10〜30 ポイ    
ント引き下げた。 
3. 貸倒引当金は、直近の貸し倒れ実績率を用いて、実態に即した引当額  
の増強を行った。 
4. 子会社と関連会社 6 社について清算を含めた整理作業を行った（銀行   
の融資基準を超えた貸出の処理）。 
5. 銀行が保有する不動産を営業用、遊休と区分を見直し、遊休部分に関    
して会計上評価損として全額を計上した。 
                                                 
133 足利銀行の受け皿行の選定に関しては、(栃木県 [栃木県産業再生委員会地域金融再生部会, 2005]) 10-15 ページにあ
るように、望ましい受け皿行の形ということが議論され、その方向で再生が定まった経緯を確認できる。 
134 本論での足利銀行の破たん処理後の再生過程についての記述は、（足利銀行 [足利銀行, 2004①]）の「経営に関する計









債権額を見ると、 不良債権合計額が 7,348 億円（2003 年（平成 15 年））、内訳を見
ると要管理債権 1,664 億円（2003 年（平成 15 年）9 月末と比べ て 442 億円減少）、
危険債権 4,119 億円（2003 年（平成 15 年）9 月末と比べ 1,882 億円増加）、 破産更
生債権及びこれらに準ずる債権 1,564 億円（2003 年（平成 15 年）9 月末と比べ 467
億 円増加）であった。保有債権の判定をより厳しくした結果、足利銀行でも貸倒引
当金は急増した。 
2006 年（平成 18 年）11 月 2 日、金融庁は破たんした足利銀行の受け皿（スポン
サー）行に求める基本的な条件を提示し、受け皿行候補の公募を行った。その後、2
段階の審査を経て、2007 年（平成 19 年）9 月 21 日に、同庁は受け皿行の最終審査
に入ることを発表した。2007 年（平成 19 年）11 月 22 日までに受け皿候補先から、
破たんした足利銀行の企業価値評価を含む譲受条件等の提出を受け付けた135。 






                                                 




4．大和証券 SMBC と栃木銀行 
5．ローンスター 





結局、最終的に 1 野村連合と 2 地銀連合が出資額などを競い、一騎討ちの様相と
なった。栃木銀行を含めた連合は地元と連携はしやすいが、銀行として規模が小さ











                                                 
136 本論での受け皿行決定から 2018 年までの経緯については、（足利銀行 [足利銀行, 2004③]）と（全国銀行協会 [全国













出資者は足利銀行株について IPO（Initial Public Offering：新規株式公開）を用いて
早期の再上場を目論んだ。そして、足利銀行株は、2013 年（平成 25 年）12 月 19 日
に再上場した。「足利ネクスト投資事業有限責任組合」との契約期間が満了する
と、オリックス社が足利 HD の第二位株主となった。現在、茨城県を地盤とした地
銀上位の常陽銀行と足利ホールディングスは、2015 年（平成 27 年）11 月 2 日に株
式交換によって経営統合した。 
2013 年（平成 25 年）に、東日本銀行と足利銀行の統合の企ては水面下で交渉を
行ったがまとまらなかった。東日本銀行の関東広域での規模拡大の脅威を肌で感じ






じず、常陽銀行との経営統合を選択した。2016 年（平成 28 年）4 月 25 日に、同年
118 
 
10 月 1 日付で足利ホールディングスは、めぶきフィナンシャルグループに改称し、
常陽銀行株式 1 株に対し持株会社株式 1.170 株とした株式交換によって持株会社傘
下で足利銀行と経営統合を実施した。この持株会社は、コンコルディア フィナンシ
ャルグループ、ふくおかフィナンシャル グループに続いて、当時、地銀第 3 位の規







式会社に融資した案件であった（融資総額 119 億円（建設追加融資 92 億円を含
む））139。 
いま一つは、当時の足利銀行の監査法人も関係した案件であった。生コンなどの
建築材料の製造販売を主としていた株式会社シモレン（1888 年（明治 21 年）創業




                                                 
137 茨城県の常陽銀行の足利銀行の M&A の動向と合併の意義については、常陽銀行のホームページ http://www.joyobank.co.
jp/kabunushi/corporate/index.html（平成 29年 11 月時点）の企業情報のディスクロージャー誌の社史の内容を引用した。 
138 足利銀行への損害賠償請求の結審は、以下の足利銀行発表の http://www.ashikagabank.co.jp/news/pdf/abk_q753.pdf   
(平成 29 年 11 月時点）サイトで事実を確認し、事実を確認してから引用した。 













破たん処理の最中、足利銀行は 2005 年（平成 17 年）2 月に「貸倒引当金の過小引
当てや繰延税金資産の水増しなどの不正会計」、上記の「荒川観光開発とシモレン
への不正融資」、「優先株の違法配当」によって、銀行に大きな損害を与えたとし
預金保険法 116 条に基づき、宇都宮地方裁判所に歴代頭取 3 名を含む元役員 13 人に
対し、総額 46 億円の損害賠償請求の 3 件を提訴した。 
判決では、経営責任について「重大な任務懈怠」という文言が明記され、当時の




銀行に対し損害賠償訴訟を起こした。2010 年（平成 23 年）3 月に宇都宮地裁は足利
銀行に整理回収機構へ 18 億円の支払いを命じ、足利銀行は上訴するも、同年 12 月
二審の東京高裁で棄却され、賠償が確定した。この事案で、当時の頭取の監督責任























                                                 
140 本論文の訴訟判決についての記載は、web 上で記された足利銀行の破たんまでの社史（https://ja.wikipedia.org/wiki/
足利銀行）（平成 29 年月時点）を参照し、事実確認したものだけを引用した。 
141 この足利銀行の不正が明らかになった後、この不正に関与した監査法人（中央青山）は、日興コーディアル グループや
カネボウでも不祥事を引き起こしたことが判明し、結局、この監査法人は 2007（平成 19 年）年に解散した。 



























                                                 
143 （日本銀行 [日本銀行, 2017②]） 56-60 ページ参照。 https://www.boj.or.jp/research/brp/fsr/fsr171023.htm/
（平成 29年 3月）では、日本と海外の金融機関の収益率の現況について分析し、特にⅣでは日本の低収益の問題を指摘して
いる。 





















































（都市銀行:図 3－2, 表 3－2、地方銀行Ⅰ:図 3－3, 表 3－3、地方銀行Ⅱ：図 3－4, 表















Yj = α＋βjXij + uj 
 
                                                 
145 本書でも用いる利子率は新規の貸出約定平均金利の総合、短期、長期の値を使用している。これは、日本銀行の時系列





数項、Xij は利子率で i は銀行グループ毎の番号で i=1 が都市銀行、i=2 は地方銀行
Ⅱ、i=3 は地方銀行Ⅱ、i=4 は信用金庫とし、j は観測値の番号であり、ujは j での誤
差項 uij ~N(0, σ2)ある。 
本論文の推計で用いたデータは、個人向けローン残高（末残値）の総額、銀行グ
ループ毎の利子率について 2001 年 4 月から 2013 年 3 月までの月次データの値を用
いた。 
ここでは、まず銀行グループ毎の単回帰の推計結果を以下に記しておく（表 3－2
～表 3－5、図 3－2～図 3－5 参照）146。 
都市銀行 ：    Yj      =  13.3  －0.0535* X1j   ＋ej 
(1168***）      (-5.681***） 
地方銀行Ⅰ：    Yj      =  13.4     －0.0413* X2j   ＋ej 
（607.4***）       (-3.389***） 
地方銀行Ⅱ：    Yj      =  13.4     －0.0649* X3j  ＋ej 
（558.6***）       (-4.453***) 
信用金庫 ：    Yj      =  13.4     －0.0464* X4j   ＋ej 
（528.8***）       (-4.453***）                                       
 










                                                 





表３－２ : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数  144) 
従属変数:Yj  ：個人向けローン残高 ( l_loan_ind) 
 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3461 0.0114253 1168 <0.0001 *** 
X1j −0.0534649 0.00941156 −5.681 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.28297  S.D. dependent var  0.034805 
Sum squared resid  0.141149  S.E. of regression  0.031528 
R-squared  0.185178  Adjusted R-squared  0.179440 
F(1, 142)  32.27113  P-value(F)  7.32e-08 
Log-likelihood  294.4709  Akaike criterion −584.9417 
Schwarz criterion −579.0021  Hannan-Quinn −582.5282 
Rho  0.894063  Durbin-Watson  0.198337 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標
準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪
乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
 



































図3－2　l̲loan̲ind 対 rate̲toshi (最小二乗フィット付)
Y = 13.3 - 0.0535X
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表3－3  : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数：144) 
従属変数:Yj   ：個人向けローン残高( l_loan_ind) 
 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3569 0.0219908 607.4 <0.0001 *** 
X2j −0.0413417 0.0122001 −3.389 0.0009 *** 
 
Mean dependent var  13.28297  S.D. dependent var  0.034805 
Sum squared resid  0.160267  S.E. of regression  0.033595 
R-squared  0.074815  Adjusted R-squared  0.068299 
F(1, 142)  11.48278  P-value(F)  0.000909 
Log-likelihood  285.3251  Akaike criterion −566.6503 
Schwarz criterion −560.7107  Hannan-Quinn −564.2368 
Rho  0.974153  Durbin-Watson  0.028854 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html （2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの
標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の
攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
 



































図3－3　l̲loan̲ind 対 rate̲chigin1 (最小二乗フィット付)





表3－4 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数：144) 
従属変数: Yj   ：個人向けローン残高( l_loan_ind) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.4200 0.0240258 558.6 <0.0001 *** 
X3j −0.0649 0.0113176 −5.738 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.28297  S.D. dependent var  0.034805 
Sum squared resid  0.140620  S.E. of regression  0.031469 
R-squared  0.188232  Adjusted R-squared  0.182515 
F(1, 142)  32.92684  P-value(F)  5.56e-08 
Log-likelihood  294.7413  Akaike criterion −585.4825 
Schwarz criterion −579.5429  Hannan-Quinn −583.0690 
Rho  0.970937  Durbin-Watson  0.042848 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト( 日本銀行 [日本銀行, 2017]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html       
（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、
R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分











































図3－4　l̲loan̲ind 対 rate̲chiigin2 (最小二乗フィット付)
Y = 13.4 - 0.0649X
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表3－5 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数： 144) 
従属変数: Yj   ：個人向けローン残高( l_loan_ind) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3951 0.0253330 528.8 <0.0001 *** 
X4j −0.0463932 0.0104193 −4.453 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.28297  S.D. dependent var  0.034805 
Sum squared resid  0.152005  S.E. of regression  0.032718 
R-squared  0.122513  Adjusted R-squared  0.116333 
F(1, 142)  19.82570  P-value(F)  0.000017 
Log-likelihood  289.1362  Akaike criterion −574.2724 
Schwarz criterion −568.3328  Hannan-Quinn −571.8589 
Rho  0.939278  Durbin-Watson  0.112507 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html （2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標
準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪











































図3－5　l̲loan̲ind 対 rate̲shinkin (最小二乗フィット付)








Yj  =  α＋βXij ＋ γ1D1 ＋ γ2D2 ＋ γ3D3＋ δ1D1*Xij  + δ2D2*Xij  
+ δ3D3*Xij + uj 
    ただし、α:定数項 Yj:個人向けローン残高の対数値、 
Xij:銀行グループiの貸出約定平均利子率 (i=1:都市銀行グループ、i=2：地方銀行Ⅱ、
i=3：地方銀行Ⅱ、i=4：信用金庫。) 、jは観測値の番号であり、 










に違いがないという前の帰無仮説を以下のように 2 つに分けて設定した。 
帰無仮説１ 銀行グループ間で定数項に違いは無い 
帰無仮説２ 銀行グループ間で利子率に違いが無い。 
上記の重回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表 3－6 参照）。 
Yj  = 13.3461 － 0.0534649*Xij ＋ 0.0107470*D1 ＋ 0.0738760*D2 
（1154***）    (-5.610***）                        (0.4499)                            (2.738***） 
＋ 0.148113D3 ＋ 0.0121232D1*X2j －0.0114777 D2*X3j  
（3.969***）       (0.8078）                               (-0.7692）     








表3－6: パネルデータによる重回帰モデル推計結果:  最小二乗法(OLS), 観測数：576 
従属変数: Yj   :(個人向けローン残高対数値:l_loan_ind） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3461 0.0115692 1154. <0.0001 *** 
Xij −0.0534649 0.00953010 −5.610 <0.0001 *** 
D1 0.0107470 0.0238862 0.4499 0.6529  
D2 0.0738760 0.0269805 2.738 0.0064 *** 
D3 0.148113 0.0373146 3.969 <0.0001 *** 
D1*X2j 0.0121232 0.0150078 0.8078 0.4195  
D2*X3j −0.0114777 0.0149215 −0.7692 0.4421  
D3*X4j −0.0333148 0.0173767 −1.917 0.0557 * 
 
Mean dependent var  13.28297  S.D. dependent var  0.034714 
Sum squared resid  0.578909  S.E. of regression  0.031925 
R-squared  0.164523  Adjusted R-squared  0.154226 
F(7, 568)  15.97870  P-value(F)  3.22e-19 
Log-likelihood  1170.674  Akaike criterion −2325.348 
Schwarz criterion −2290.499  Hannan-Quinn −2311.757 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推計
の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html  
（2017年11月時点） より入手した。表のα.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差
、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項 
の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 





















Yj = α＋βiXij + uij 
ただし、このたびの Yjは、住宅ローン向け貸出金残高（末残）の総額の対数値（
l_loan_home）であり、αは定数項、Xij は貸出約定平均利子率（総合値）で i は銀
行グループ毎の番号で i=1 が都市銀行、i=2 は地方銀行Ⅱ、i=3 は地方銀行Ⅱ、i=4 は
信用金庫とし、j は観測値の番号、ujは j での誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
この推計結果は以下の通りである（表3－7から表3－10、図3－6から図3－9参照）
148。 
都市銀行 ：           Yj      =  14.0    － 0.194*X1j  ＋ ej                                                                           
（486.4***）      (-8.174***） 
 
地方銀行Ⅰ：           Yj      =  14.1    － 0.186* X2j  ＋ ej 
                                                                            （249.8***）      (-5.928***） 
 
地方銀行Ⅱ：           Yj     =  14.3     － 0.254* X3j  ＋ ej 
                                                                          (246.3***）     (-9.253***） 
 
信用金庫 ：           Yj     =  14.2     － 0.174* X4j  ＋ ej 
（216.4***）     (-6.457***）           
※推計式の下の（）の値はt値であり、*は*が有意水準10％ **有意水準５％、***は有意水準１％である。 
 













表3－7: 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数：144) 
従属変数:Yj   ：住宅ローン向け貸出金残高  ( l_loan_home) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.0211 0.0288269 486.4 <0.0001 *** 
Ｘ1j −0.194104 0.0237461 −8.174 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.79177  S.D. dependent var  0.096126 
Sum squared resid  0.898542  S.E. of regression  0.079547 
R-squared  0.319978  Adjusted R-squared  0.315189 
F(1, 142)  66.81682  P-value(F)  1.50e-13 
Log-likelihood  161.2021  Akaike criterion −318.4042 
Schwarz criterion −312.4646  Hannan-Quinn −315.9907 
Rho  0.818852  Durbin-Watson  0.341957 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html（2017年11月時点） より入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーター
の標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式


















































図3－6　l̲loan̲home 対 rate̲toshi (最小二乗フィット付)













表3－8 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数： 144) 
従属変数:Yj    ：住宅ローン向け貸出金残高    ( l_loan_home) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.1242 0.0565334 249.8 <0.0001 *** 
X2j −0.18593 0.0313639 −5.928 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.79177  S.D. dependent var  0.096126 
Sum squared resid  1.059190  S.E. of regression  0.086366 
R-squared  0.198399  Adjusted R-squared  0.192754 
F(1, 142)  35.14540  P-value(F)  2.22e-08 
Log-likelihood  149.3591  Akaike criterion −294.7181 
Schwarz criterion −288.7785  Hannan-Quinn −292.3046 
Rho  0.957619  Durbin-Watson  0.048389 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の住宅ローン貸出残高（末残）総額の対数値数値データと各銀行グループの貸出約定平均利子率総合値のデータは、日本銀
行の時系列データ検索サイト (日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） よ
り入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係
数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量で








































図3－7　l̲loan̲home 対 rate̲chigin1 (最小二乗フィット付)











表3－9 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数： 144) 
従属変数: Yj  ：住宅ローン向け貸出金残高 (l_loan_home) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.3268 0.0581705 246.3 <0.0001 *** 
X3j −0.253549 0.0274018 −9.253 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.79177  S.D. dependent var  0.096126 
Sum squared resid  0.824323  S.E. of regression  0.076191 
R-squared  0.376148  Adjusted R-squared  0.371754 
F(1, 142)  85.61799  P-value(F)  3.04e-16 
Log-likelihood  167.4093  Akaike criterion −330.8186 
Schwarz criterion −324.8790  Hannan-Quinn −328.4051 
Rho  0.932453  Durbin-Watson  0.106694 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の住宅ローン貸出残高（末残）総額の対数値数値データと各銀行グループの貸出約定平均利子率総合値のデータは、日本銀
行の時系列データ検索サイト (日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） よ
り入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係
数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量で










































図3－8　l̲loan̲home 対 rate̲chiigin2 (最小二乗フィット付)







行の時系列データ検索サイト(日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.htmlで入手したものである。 
 
 
表3－10 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2001:04-2013:03 (観測数 ： 144) 
従属変数: Yj   ：住宅ローン向け貸出金残高  (l_loan_home) 
  係数 Std. Error t値 p値  
Const. 14.2133 0.0656700 216.4 <0.0001 *** 
X4j −0.174397 0.0270097 −6.457 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.79177  S.D. dependent var  0.096126 
Sum squared resid  1.021449  S.E. of regression  0.084813 
R-squared  0.226961  Adjusted R-squared  0.221517 
F(1, 142)  41.69069  P-value(F)  1.58e-09 
Log-likelihood  151.9714  Akaike criterion −299.9428 
Schwarz criterion −294.0032  Hannan-Quinn −297.5293 
Rho  0.870635  Durbin-Watson  0.240089 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の住宅ローン貸出残高（末残）総額の対数値数値データと各銀行グループの貸出約定平均利子率総合値のデータは、日本銀
行の時系列データ検索サイト(日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より
入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係
数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量で










































図3－9　l̲loan̲home 対 rate̲shinkin (最小二乗フィット付)






Yj  =  α＋βXij ＋ γ1D1 ＋ γ2D2 ＋ γ3D3＋ δ1D1*Xij  + δ2D2*Xij  
+ δ3D3*Xij + uj 
     ただし、α:定数項 Yj:住宅ローン残高の対数値、 
Xij :銀行グループiの貸出約定平均利子率 (i=1:都市銀行グループ、i=2：地方銀行Ⅱ、
i=3：地方銀行Ⅱ、i=4：信用金庫。) 、jは観測値の番号であり、 














重回帰モデルの推計結果は以下の通りであり（表 3－11 参照）。 
 
Yj = 14.0211 － 0.194104*Xij ＋ 0.103103D1 ＋ 0.305716D2 
（483.5***）    (-8.126***）                     (1.722*)                            (4.521***） 
＋ 0.527788D3 ＋ 0.00816781D1*X2j －0.059445D2*X3j  
（5.643***）       (0.2171）                                   (-1.590）     










 最小二乗法(OLS), 観測数：576 
従属変数: Yj：住宅ローン残高対数値 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.0211 0.0289964 483.5 <0.0001 *** 
Xij −0.194104 0.0238857 −8.126 <0.0001 *** 
D1 0.103103 0.0598669 1.722 0.0856 * 
D2 0.305716 0.0676223 4.521 <0.0001 *** 
D3 0.527788 0.0935231 5.643 <0.0001 *** 
D1*X2j 0.00816781 0.0376147 0.2171 0.8282  
D2*X3j −0.0594450 0.0373985 −1.590 0.1125  
D3*X4j −0.116868 0.0435519 −2.683 0.0075 *** 
 
Mean dependent var  13.79177  S.D. dependent var  0.095875 
Sum squared resid  3.636563  S.E. of regression  0.080015 
R-squared  0.311957  Adjusted R-squared  0.303478 
F(7, 568)  36.78997  P-value(F)  1.76e-42 
Log-likelihood  641.4312  Akaike criterion −1266.862 
Schwarz criterion −1232.013  Hannan-Quinn −1253.272 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の住宅ローン貸出残高（末残）総額の対数値数値データと各銀行グループの貸出約定平均利子率総合値のデータは、日本銀
行の時系列データ検索サイト(日本銀行 ., [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より
入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、
Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量である
s2の計算値である。加藤（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 

















3－1  日本の銀行の収益構造について 貸出利子率別貸出額の推移 
 地域銀行の収益構造を見ることは、日本の銀行の費用と収益を見ることと大差な
い。なぜなら、バブル崩壊後、全国銀行の経費を見ても、人件費と物件費の経費は













                                                 
149 (天尾 [天尾, 2004]) 84-87 ページで、経費のうちの人件費が 1997 年度（平成 9年度）と物件費の変化が 1998 年度
（平成 10 年度）より低下局面に入ったことを述べ、本論文ではそれを引用した。 
150 (天尾 [天尾, 2017]) 173－175 ページを引用した。信用金庫の貸出動向については、サービス産業が 2014～2016 年にか
けて、不動産業向けは 2004～2016 年まで増大し続けている。 










みておくことにしよう。まず、1996 年～2016 年までの特徴について、以下の図 3－
10 と図 3－11 で見ておこう。 
図 3－10 からも分かるように、3％未満（2％以上 3％未満まで）、2％未満（1．
5％以上 2％未満まで）の貸出は、1996 年から長期減少の傾向であった。しかし、
0．5％未満（0．5％未満）と 1.5％未満（0．5％以上 1．5％未満）の貸出残高（月
末残高）は 2008 年を境にして増大に転じている事が分かる152。 
 
                                                 
152 本論文の図 3-10～図 3-12 および表 3-10～表 3-14 で記したものは、(日本銀行 [日本銀行, 2017①])のデータ検索サイ
トから入手した数値データから描き、推計を行った。 






高（月末残値）の動向について見たのが、図 3－11 である。 









Yj = α + βiXij +uj  







〔i=1 : 0.5%未満の貸出残高、i=2 :0.5～１％未満、i=3 :1～1.5％未満、i=4 :1.5
～2％未満、i=5 :2～3％未満、i=6 : 3～4％未満、i=7 : 4～5％未満、i=8 : 5～
8％未満、i=9 : 8～10％未満、i=10 : 10～12％未満、i=11:  12％以上とし、jは
観測値の番号であり、uj：誤差項 uj～N（0，σ2）である。 
この重回帰モデルの推計結果は以下の通りである（表 3－12 参照）。 
Yj ＝ 17.4548  － 0.0194696*X1j －0.0105222* X2j－ 0.0124947* X3j－0.0240077* X4j 
(53.76***)           (-11.20*)      (-2.557**)        (-1.384)                               (-3.251***) 
＋0.0350824* X5j－ 0.0934878* X6j－0.0959282* X7j+ 0.139157* X8j 
(2.879***)                           (-6.721***)                        (-7.027***)                       (8.264***)    
－ 0.0141379* X9j － 0.0992826* X10j － 0.00327563* X11j +ej 
         (-0.5826)                                (-5.793***)                            (-0.2173) 
        
※ 推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **有意水準５％、***は有意水準１％である。 
表3―12:利子別貸出の貸出総額への推計結果  
観測数: 175（推計期間：1994年2月～2017年8月） 観測数： 283) 
従属変数:Yj （ l_Aggre_lend） 
  係数(βi) Std. Error t値 p値  
α 17.4548 0.324704 53.76 <0.0001 *** 
X1j −0.0194636 0.00173742 −11.20 <0.0001 *** 
X2j −0.0105222 0.00411501 −2.557 0.0111 ** 
X3j −0.0124947 0.00902881 −1.384 0.1675  
X4j −0.0240077 0.00738510 −3.251 0.0013 *** 
X5j 0.0350824 0.0121876 2.879 0.0043 *** 
X6j −0.0934878 0.0139106 −6.721 <0.0001 *** 
X7j −0.0959282 0.0136523 −7.027 <0.0001 *** 
X8j 0.139157 0.0168382 8.264 <0.0001 *** 
X9j −0.0141379 0.0242654 −0.5826 0.5606  
X10j −0.0992826 0.0171384 −5.793 <0.0001 *** 
X11j 0.00327563 0.0150736 0.2173 0.8281  
 
Mean dependent var  15.27744  S.D. dependent var  0.056610 
Sum squared resid  0.060082  S.E. of regression  0.014890 
R-squared  0.933517  Adjusted R-squared  0.930818 
F(11, 271)  345.9276  P-value(F)  1.8e-152 
Log-likelihood  795.1765  Akaike criterion −1566.353 
Schwarz criterion −1522.608  Hannan-Quinn −1548.813 
Rho  0.771576  Durbin-Watson  0.458019 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この 
推計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017] ) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.ht
ml （2017年11 月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏
差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項





















Yj =  α＋βXij ＋ γ1D1 ＋ γ2D2 ＋ δ1D1*Xij  + δ2D2*Xij  + uj 
    ただし、α:定数項 Yj:`総貸出残高の対数値、 
Xij:銀行グループiの貸出約定平均利子率 〔 i=1 :低位（利子が３％未満）、i=2：中位
（利子が３％以上10％未満）、i=3 : 高位（10％以上）〕、jは観測値の番号であり 











関係が明示されることになった（表 3－13 参照）。 
Yj  =  15.6758 － 0.0265499Xij － 0.720586D1 － 1.38273D2 
(184.8***）     (-4.699***）                   (-7.652***)                  (-12.19***） 
  ＋ 0.0513301D1*X2j ＋ 0.120354 D2*X3j＋ej  




表3－13  利子区分貸出ダミー変数重回帰モデルによる推計, 観測数:849 
従属変数: Yj 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 15.6758 0.0848258 184.8 <0.0001 *** 
Xij −0.0265499 0.00564973 −4.699 <0.0001 *** 
D1 −0.720586 0.0941737 −7.652 <0.0001 *** 
D2 −1.38273 0.113448 −12.19 <0.0001 *** 
D1*X2j 0.0513301 0.00646260 7.943 <0.0001 *** 
D2*X1j 0.120354 0.00913109 13.18 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  15.27744  S.D. dependent var  0.056543 
Sum squared resid  2.080631  S.E. of regression  0.049680 
R-squared  0.232557  Adjusted R-squared  0.228005 
F(5, 843)  51.09068  P-value(F)  2.61e-46 
Log-likelihood  1347.155  Akaike criterion −2682.311 
Schwarz criterion −2653.846  Hannan-Quinn −2671.407 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この 
推計の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017] ) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.ht
ml （2017年11 月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏
差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項



























i=3:1.5％未満（ 1以上～1.5％未満）、i=4: 2％未満（1.5以上～2％未満）、i=5: 3％未満
（2以上～3％未満））jは観測値の番号であり、 
d1、d2、d3、d4: 低位の利子率の区分を識別するためのダミー変数、〔0.5%未満 : (0, 0, 0, 

















この重回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表 3－14 参照）。 
 
Yj = 13.3980 ＋ 0.132089Xij － 3.17077d1 － 5.04827d2 
（71.78***）    (8.659***）                   (-11.75***)                (-15.35***） 
－ 6.37681d3 － 4.23360d4＋ 0.236014d1*X2j 
（-16.89***）       (-7.783***）               (11.06***)                            
    ＋ 0.375173d2*X3j ＋ 0.464242d3*X4j＋ 0.290033d4*X5j＋ej 
(14.65***）              (16.10***）                            (7.264***）     
推計式の下の（）の値はt値であり、*は*が有意水準10％ **有意水準５％、***は有意水準１％である。 
 
表3－14  低位利子の貸出の重回帰モデルによる推計 
 最小二乗法(OLS), 観測数: 1415 
従属変数: Ｙj：低位の区分の貸出残高の総和 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 13.3980 0.186658 71.78 <0.0001 *** 
Xij 0.132089 0.0152543 8.659 <0.0001 *** 
d1 −3.17077 0.269756 −11.75 <0.0001 *** 
d2 −5.04827 0.328829 −15.35 <0.0001 *** 
d3 −6.37681 0.377565 −16.89 <0.0001 *** 
d4 −4.23360 0.543979 −7.783 <0.0001 *** 
d1*X2j 0.236014 0.0213414 11.06 <0.0001 *** 
d2*X3j 0.375173 0.0256150 14.65 <0.0001 *** 
d3*X4j 0.464242 0.0288340 16.10 <0.0001 *** 
d4*X5j 0.290033 0.0399288 7.264 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  15.00503  S.D. dependent var  0.522897 
Sum squared resid  158.7946  S.E. of regression  0.336186 
R-squared  0.589272  Adjusted R-squared  0.586641 
F(9, 1405)  223.9732  P-value(F)  4.2e-264 
Log-likelihood −460.3023  Akaike criterion  940.6047 
Schwarz criterion  993.1535  Hannan-Quinn  960.2382 
p値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推計の
データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017
年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-
squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散

























Yj  =  α＋βXi ＋ γ1d1 ＋ γ2d2 ＋ δ1d1*Xij  + δ2d2*Xij  + uj 
ただし、α:定数項  
Yj : 中位利子区分（3%以上～8％未満）のすべての貸出残高の対数値  
Xi : 中位の区分iの貸出残高（i=1 : 4%未満（3以上～4％未満）、i=2：5％未満（4以上～
5％未満）、i=3：8%未満（5以上～8％未満））、jは観測値の番号であり、 
d1、d2 : 低位の利子率の区分を識別するためのダミー変数、〔4%未満 : (0, 0)、5％未満 : 














Ｙj  =  − 1.13999 ＋  1.11441Xij ＋ 4.94595ｄ1 ＋ 6.99166ｄ2 
（-5.944***）      (73.90***）                  (21.58***)                 (32.15***） 
－ 0.293639ｄ1*X2j － 0.428883ｄ2*X3j＋ej  
（-15.66***）                (-23.88***）    
 
推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
表3－15  中位利子率の場合 重回帰モデル推計結果 
 最小二乗法(OLS), 観測数: 849 
従属変数: Yj：中位の区分の貸出残高の総和 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −1.13999 0.191782 −5.944 <0.0001 *** 
Xij 1.11441 0.0150794 73.90 <0.0001 *** 
d1 4.94595 0.229141 21.58 <0.0001 *** 
d2 6.99166 0.217489 32.15 <0.0001 *** 
d1*X2j −0.293639 0.0187450 −15.66 <0.0001 *** 
d2*X3j −0.428883 0.0179616 −23.88 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.00245  S.D. dependent var  0.941724 
Sum squared resid  38.02440  S.E. of regression  0.212382 
R-squared  0.949439  Adjusted R-squared  0.949139 
F(5, 843)  3165.958  P-value(F)  0.000000 
Log-likelihood  113.7465  Akaike criterion −215.4930 
Schwarz criterion −187.0287  Hannan-Quinn −204.5891 
p値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推計の
データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017
年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-
squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散

































Yj ＝   6.18040 ＋ 0.456453Xij － 4.69600ｄ1 ＋ 0.390059ｄ2 
（27.03***）          (18.93***）              (-6.597***)                  (0.7071） 
＋ 0.546680ｄ1*X2j － 0.0401423ｄ2*X3j＋ej  
（6.937***）               (-0.6869）    
 





表3－16  高位利子率の場合 重回帰モデル推計結果 
 最小二乗法(OLS), 観測数： 849 
従属変数: Ｙj：高位区分の貸出残高の総和 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 6.18040 0.228674 27.03 <0.0001 *** 
Xij 0.456453 0.0241181 18.93 <0.0001 *** 
d1 −4.69600 0.711841 −6.597 <0.0001 *** 
d2 0.390059 0.551625 0.7071 0.4797  
d1*X2j 0.546680 0.0788112 6.937 <0.0001 *** 
d2*X3j −0.0401423 0.0584416 −0.6869 0.4923  
 
Mean dependent var  10.49358  S.D. dependent var  0.411929 
Sum squared resid  84.17373  S.E. of regression  0.315991 
R-squared  0.415027  Adjusted R-squared  0.411558 
F(5, 843)  119.6185  P-value(F)  1.24e-95 
Log-likelihood −223.5845  Akaike criterion  459.1689 
Schwarz criterion  487.6333  Hannan-Quinn  470.0728 
p値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推計の
データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017
年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-
squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散




















図 3－12 利子毎の貸出残高額での相関行列 
 
 
3－2 地方銀行の理想型とは何か －リレーションシップ バンキングの長所と短
所－ 
 金融庁は、2003 年に発表した報告書 (金融審議会金融文科会 [金融審議会金融分科
会, 2003 年])でリレーションシップ バンキングの銀行経営の形態を初めて提示した
153。報告書では、全国の各銀行がどの経営スタイルを選択するかを見るため、それ
                                                 
153 本論文の国の指向したリレーションシップ バンキングは、以下の 2つのレポート(金融審議会金融分科会 [金融審議会
金融分科会, 2003 年])(金融庁 [金融庁, 2005①])を用いて、その姿を明示した。 
相関行列
0.4 0.1 0.0 -0.4 -0.9 -0.6 -0.4 -0.3 -0.1 0.6 1.0
-0.2 -0.6 -0.5 -0.7 -0.6 0.2 0.3 0.3 0.3 1.0 0.6
-0.5 -0.8 -0.9 -0.5 0.0 0.8 0.9 1.0 1.0 0.3 -0.1
-0.6 -0.8 -0.9 -0.5 0.1 0.9 1.0 1.0 1.0 0.3 -0.3
-0.7 -0.9 -0.9 -0.5 0.2 1.0 1.0 1.0 0.9 0.3 -0.4
-0.7 -0.8 -0.8 -0.4 0.4 1.0 1.0 0.9 0.8 0.2 -0.6
-0.5 0.2 0.2 0.7 1.0 0.4 0.2 0.1 0.0 -0.6 -0.9
0.1 0.8 0.8 1.0 0.7 -0.4 -0.5 -0.5 -0.5 -0.7 -0.4
0.4 0.9 1.0 0.8 0.2 -0.8 -0.9 -0.9 -0.9 -0.5 0.0
0.5 1.0 0.9 0.8 0.2 -0.8 -0.9 -0.8 -0.8 -0.6 0.1







































































ョンシップ バンキング(relationship banking)、3.トランザクション バンキング
(transaction banking)である154。 
都市銀行は、金融取引についての総合商社として考えられ、貯蓄・与信・信託な




















155 リレーションシップ バンキングについての研究は、ラジャンの論文 (G.Rajan., 1994)が先駆者であり、その理論的な
枠組みを踏まえて、この種の研究進捗については(筒井,植村 [筒井 植村, 2007])の第一章の著述が有益であり、本論文もそ
れを参考にした。 






















                                                 
157 横浜銀行など、1980 年代の地方銀行Ⅰの中には、都市銀行の支店の存立する地に支店を作るなどの動きが活発化した。
本論文 2-5 の足利銀行の姿でも描いた通りである。 
































                                                 
160(天尾 [天尾, 2004①]) 59－60 ページを参照し、引用した。 
161貸出にあたり財務賭表など会計悄報から、信用の度合いを数値化し、それに基づき貸し出しを進める transaction banking と













































メント コスト (commitment cost)と呼ばれる。すなわち、リレーションシップ バンキ
ングで高収益を求めるのは非常に困難と考えられる。 
さて、2005 年（平成 17 年）にペイオフ解禁が始まったが、預金者はこれまで以
上に地域にある銀行の情報開示に注視し、銀行自ら経営の健全性をアピールする必
                                                 
























                                                 
163 預金者が地域金融機関を選択する理由には、利便性（ATM 店舗が近い）を重視するという結果もあり、健全性という概念
とあまり関係ないのではという疑問の声も上がっている。 














（財務省, [財務省, 2016]）の数値から確認しよう。 
2015 年（平成 27 年）度の法人企業統計の企業の保有資産を期首残高ベースで見
た場合、現金・預金は 210 兆 9,590 億円で、純資産 779 兆円 9,214 億円に占める割合
は 27％であり、土地は 188 兆 5,156 億円、純資産に占める割合は 24.4%、売掛債権
と手形は 226 兆 7,286 億円で割合は 29%であった。 
資本金の区分で企業を分け、企業毎の自己資本比率を見たとき、資本金 1,000 万
円未満の企業で、平成 28 年度の自己資本比率は 18.6％、資本金 1000 万～10 億未満








                                                 
166 財務省の『平成 27 年度法人企業統計』(財務省 [財務省, 2016])を使用した。 













高総額は、2017 年（平成 29 年）でそれぞれ 125 兆円と 113 兆円という規模である。
また、地方銀行Ⅱグループと信用金庫グループの法人向け貸出残高総額（末残）を
比較したとき、それぞれ 53.9 兆円と 43 兆円という規模である。。 
他方、中小企業向け貸出残高総額（末残）で見たときには、都市銀行グループと
地方銀行Ⅰグループの数値を比較すれば、2017 年（平成 29 年）で、地方銀行Ⅰで
79.5 兆円で、都市銀行の 72.3 兆円の数値を抜いている。法人貸出に目を転じれば、
都市銀行グループの規模が大きく、中小企業向け貸出は地方銀行Ⅰが主力であり、
貸出市場で棲み分けが進んでいるように見える（図 1－5 参照）168。 
さて、個人向け貸出残高（末残）に目を転じれば、2017 年（平成 29 年）では地
方銀行Ⅰグループの残高は年々増え続け 56.7 兆円であるが、都市銀行グループのそ
れは年々個人向け貸出残高を減らし 44.8 兆円であった。また、地方銀行Ⅱグループ







の個人向け貸出残高は 15.3 兆円、信用金庫グループのそれは 19.8 兆円となってお
り、それぞれの金融機関グループは年々微増の傾向であった。信用金庫グループの
個人向け貸出が、地方銀行Ⅱグループを超えた規模になったのは着目すべき事態で














年 9 月～2017 年 8 月までの月平均の新規の貸出約定平均利子率（総合）を用いて検
証することにした169。銀行グループ毎に新規の貸出約定平均利子率は総合値、短
期、長期と採ることができるので、総合値を rate_glend、短期値を rate_slend、 長期
値を rate_llend と記している。 
                                                 












添え字の j は利子の期間を示し、j=1: 総合、j=2: 短期、j=3: 長期とした。もう一つの
添え字 k は観測値の番号を意味し、αは定数項で、ukは誤差項 uk ~N(0, σ2)である
。 
上記の回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表 3－17〜3－19、図 3－13〜
図 3－15 参照）。 
（地方銀行Ⅰと都市銀行グループとの貸出利子率の関係の推計結果） 
 
総合値 地方銀行Ⅰ（Y21k）と都市銀行の貸出約定平均利子率総合値（X11k）の推計結果  
 Y21k  =  0.80542   +  0.791373* X11k ＋ ek 
(28.72***)     (34.41***)  
   
短期： 地方銀行Ⅰ（Y22）と都市銀行の短期貸出約定平均利子率総合値（X12）の推計結果 
 Y22k  = 1.403   + 0.425* X12k ＋ ek 
(58.63***)     (19.24***)  
   
長期： 地方銀行Ⅰ（Y23）と都市銀行の長期貸出約定平均利子率総合値（X13）の推計結果 
 Y23k  =  0.071   + 1.122* X13k ＋ ek 
(2.135**)     (49.86***)    














※この図の各銀行グループの新規の貸出約定平均利子率総合値は、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀
行, 2017①])  http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より数値データを入手し作成した。 
 
 推計結果をみれば、所与のデータ範囲であれば都市銀行の max=2 に対し地銀 IIは





                                                 
170 各金融機関の利子率が等しくなるときの値を求めるとき、推計の数値が小さいので、値は小数 3桁までで切り捨てた値
を用いた。 














































図3－13　rate̲glend̲chigin1(地銀Ⅰ) 対 rate̲glend̲toshi （都市銀行）(最小二乗フィット付)




表3－17  最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数 ： 240) 
従属変数: Y21k    ：(地方銀行Ⅰの貸出約定平均利子率（総合値）) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 0.805425 0.0280404 28.72 <0.0001 *** 
X11k 0.791373 0.0229996 34.41 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  1.707600  S.D. dependent var  0.375562 
Sum squared resid  5.642399  S.E. of regression  0.153973 
R-squared  0.832620  Adjusted R-squared  0.831917 
F(1, 238)  1183.918  P-value(F)  2.36e-94 
Log-likelihood  109.4943  Akaike criterion −214.9886 
Schwarz criterion −208.0273  Hannan-Quinn −212.1837 
Rho  0.247881  Durbin-Watson  1.501802 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の新規の貸出約定平均利子率（総合値）は、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行,  [日本銀行, 2017] 
http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分
散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値















































図3－14　rate̲slend̲chigin1 対 rate̲slend̲toshi (最小二乗フィット付)







表 3－18  最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数 ： 240) 
従属変数:  Y22k   ：（地方銀行Ⅰの短期貸出利子率） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 1.40382 0.0239436 58.63 <0.0001 *** 
X12k 0.425967 0.0221427 19.24 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  1.819279  S.D. dependent var  0.255478 
Sum squared resid  6.105549  S.E. of regression  0.160167 
R-squared  0.608601  Adjusted R-squared  0.606956 
F(1, 238)  370.0747  P-value(F)  2.20e-50 
Log-likelihood  100.0277  Akaike criterion −196.0553 
Schwarz criterion −189.0940  Hannan-Quinn −193.2504 
Rho  0.597664  Durbin-Watson  0.809289 
     
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の短期の利子率とした各銀行の新規の短期貸出約定平均利子率は、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀
行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. 
Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定









































図3－15　rate̲llend̲chigin1 対 rate̲llend̲toshi (最小二乗フィット付)




銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html よりデータを入手し作成した。 
 
表3－19 最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数： 240) 
従属変数: Y23k  ：(地銀Ⅰの長期貸出利子率) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 0.0712563 0.0333819 2.135 0.0338 ** 
X13k 1.12281 0.0225199 49.86 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  1.666783  S.D. dependent var  0.496915 
Sum squared resid  5.156499  S.E. of regression  0.147194 
R-squared  0.912624  Adjusted R-squared  0.912257 
F(1, 238)  2485.854  P-value(F)  5.7e-128 
Log-likelihood  120.3005  Akaike criterion −236.6009 
Schwarz criterion −229.6397  Hannan-Quinn −233.7961 
Rho  0.464356  Durbin-Watson  1.070822 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の長期の利子率とした各銀行の新規の長期の貸出約定平均利子率は、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本
銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、
Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済
み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加







通りである（表 3－20〜表 3－22、図 3－16〜図 3－18 参照） 
（地方銀行Ⅱと信用金庫グループとの貸出利子率の関係の推計結果） 
総合値：地方銀行Ⅱ（Y31k）と信用金庫の貸出約定平均利子率（総合値）（X41k）との関係  
推計式 Y31k  = － 0.8555   +   1.211* X41k ＋ ek 
(-23.84***)     (80.74***)  
 
短期： 地方銀行Ⅱ（Y32）と信用金庫の短期の貸出約定平均利子率（X42）との関係 
推計式 Y32k    = －0.785   + 1.149* X42k ＋ ek 
(-13.99***)   (51.26***)    
 
長期  地方銀行Ⅱ（Y33）と信用金庫の長期の貸出約定平均利子率（X43）との関係 
推計式 Y33k   =  －0.956   + 1.342* X43k ＋ ek 













期では 5.268%、長期では 2.795%の値であった172。 
推計結果から所与のデータ範囲であれば信用金庫の利子率が max X=3 に対し地銀









表 3－20  最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数： 240) 
従属変数: Y31k     :（rate_glend_chigin2） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.855564 0.0358932 −23.84 <0.0001 *** 
X41k 1.21142 0.0150043 80.74 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  2.014963  S.D. dependent var  0.405795 
                                                 
172 各金融機関の利子率が等しくなるときの値を求めるとき、推計の係数値が小さいので、値は小数 3桁までで切り捨てた
値を用いた。 




Sum squared resid  1.386296  S.E. of regression  0.076320 
R-squared  0.964775  Adjusted R-squared  0.964627 
F(1, 238)  6518.657  P-value(F)  6.2e-175 
Log-likelihood  277.9351  Akaike criterion −551.8703 
Schwarz criterion −544.9090  Hannan-Quinn −549.0654 
Rho  0.375860  Durbin-Watson  1.233292 
この推計の新規の貸出約定平均利子率（総合値）は、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) 
http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分
散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値




行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より数値データを入手し作成した。 
 
表 3－21  最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数：240) 
従属変数: Y32 k   ：（地銀Ⅱの短期貸出利子率） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.785320 0.0561200 −13.99 <0.0001 *** 
X42k 1.14903 0.0224160 51.26 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  2.078579  S.D. dependent var  0.283471 
Sum squared resid  1.595095  S.E. of regression  0.081866 
R-squared  0.916944  Adjusted R-squared  0.916595 
F(1, 238)  2627.529  P-value(F)  1.4e-130 
Log-likelihood  261.0994  Akaike criterion −518.1988 
Schwarz criterion −511.2375  Hannan-Quinn −515.3939 
Rho  0.135883  Durbin-Watson  1.722636 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この

















































図3－16　rate̲glend̲chigin2 対 rate̲glend̲shinkin (最小二乗フィット付)













銀行 [日本銀行, 2017①])   http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html よりデータを入手し作成した。       
 
表3－22 最小二乗法(OLS), 観測: 1997:09-2017:08 (観測数：240) 
従属変数: Y33k    ：（地銀Ⅱの長期貸出約定平均利子率） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.956672 0.0479034 −19.97 <0.0001 *** 
X43k 1.34272 0.0211575 63.46 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  2.033717  S.D. dependent var  0.564665 
Sum squared resid  4.251854  S.E. of regression  0.133660 
R-squared  0.944204  Adjusted R-squared  0.943970 
F(1, 238)  4027.576  P-value(F)  3.7e-151 
Log-likelihood  143.4488  Akaike criterion −282.8976 
Schwarz criterion −275.9363  Hannan-Quinn −280.0927 
Rho  0.612588  Durbin-Watson  0.768235 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この
推計の長期貸出約定平均利子率のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) 
http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式
の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )は








































図3－17　rate̲slend̲chigin2 対 rate̲slend̲shinkin (最小二乗フィット付)






















































図3－18　rate̲llend̲chigin2 対 rate̲llend̲shinkin (最小二乗フィット付)









表 3－23 都市銀行と地方銀行Ⅰの貸出約定平均利子率の大小関係 
貸出約定平均利子率の大小関係 
総合(rate_glend) 都市銀行＜地方銀行Ⅰ 地方銀行Ⅱ＜信用金庫 
短期(rate_slend) 都市銀行＜地方銀行Ⅰ 地方銀行Ⅱ＜信用金庫 
長期(rate_llend) 都市銀行＜地方銀行Ⅰ 地方銀行Ⅱ＜信用金庫 



































 uj: 誤差項～N（0，σ2） 
上記の推計結果を以下に記す（表 3－24 参照）。 
Y0j  =   0.7135 ＋0.1585*X0j＋0.206*X1j+ 0.086* X2j＋0.186* X3j＋ 0.229* X4j 
(31.58***)   (2.249**)    (3.332***)    (0.1682)           (2.815***)        (3.664***)    
 
＋0.0462* X5j－0.0485* X6j + ej 
(0.746)               (-0.690) 
1から 6の数値は現在から 1ヶ月から 6ヶ月遅れを意味しており、推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準
10％ **が有意水準５％***が有意水準 1％である。 
  
推計結果が示す通り、今期の都市銀行の新規の貸出約定平均利子率（総合値）の
値（X0j）は、今期の地方銀行 1 の利子率（Y0j）に影響を及ぼすだけではなく、1 ヶ







表 3－24   最小二乗法(OLS), 観測: 1998:03-2017:08 (観測数：234) 
従属変数: Y0j    ：(rate_glend_chigin1) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 0.713591 0.0225930 31.58 <0.0001 *** 
X0j 0.158510 0.0704720 2.249 0.0255 ** 
X1j 0.206759 0.0620466 3.332 0.0010 *** 
X2j 0.0867557 0.0627574 1.382 0.1682  
X3j 0.186197 0.0661548 2.815 0.0053 *** 
X4j 0.229511 0.0626311 3.664 0.0003 *** 
X5j 0.0462469 0.0619149 0.7469 0.4559  
X6j −0.0485438 0.0703119 −0.6904 0.4906  
 
Mean dependent var  1.695816  S.D. dependent var  0.372954 
Sum squared resid  3.044636  S.E. of regression  0.116068 
R-squared  0.906056  Adjusted R-squared  0.903146 
F(7, 226)  311.3832  P-value(F)  2.9e-112 
Log-likelihood  175.9753  Akaike criterion −335.9506 
Schwarz criterion −308.3081  Hannan-Quinn −324.8052 
Rho  0.638946  Durbin-Watson  0.716064 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この推
計の各銀行グループの貸出約定平均利子率（総合値）のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 
2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計
式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF











 uj: 誤差項～N（0，σ2） 
上記の推計結果は下記の通りである（表3-25参照）。 
Y0j  =   1.352  ＋ 0.020*X0j＋0.071*X1j + 0.072* X2j＋0.139* X3j ＋ 0.137* X4j 
(57.73***)  (0.2799)         (1.146)            (1.134)             (2.129**)          (2.173**)    
－0.0018* X5j ＋0.0313* X6j + ej 
(-0.0295)           (0.422) 
推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **が有意水準５％である。 
172 
 
表3－25   最小二乗法(OLS), 観測: 1998:03-2017:08 (観測数：234) 
従属変数: Y0j  （rate_slend_chigin1） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 1.35250 0.0235933 57.33 <0.0001 *** 
X0j 0.0208192 0.0743685 0.2799 0.7798  
X1j 0.0716884 0.0625474 1.146 0.2529  
X2j 0.0720331 0.0635109 1.134 0.2579  
X3j 0.139943 0.0657403 2.129 0.0344 ** 
X4j 0.137775 0.0634079 2.173 0.0308 ** 
X5j −0.00184052 0.0623715 −0.02951 0.9765  
X6j 0.0313154 0.0742073 0.4220 0.6734  
 
Mean dependent var  1.811863  S.D. dependent var  0.254424 
Sum squared resid  4.944401  S.E. of regression  0.147912 
R-squared  0.672175  Adjusted R-squared  0.662022 
F(7, 226)  66.19903  P-value(F)  2.94e-51 
Log-likelihood  119.2450  Akaike criterion −222.4900 
Schwarz criterion −194.8475  Hannan-Quinn −211.3446 
Rho  0.712766  Durbin-Watson  0.585234 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の各行の短期の貸出約定平均利子率のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 
2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応
する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。














 uj: 誤差項 uj～N（0，σ2） 
この重回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表3－26参照）。 
Y0j  =   0.00296  ＋ 0.5797* X0j ＋0.222* X1j  + 0.218* X2j －0.103* X3j 
(0.0921)       (6.167***)            (2.31**)             (2.28**)            (-1.008)   
＋ 0.179* X4j－0.0378* X5j ＋0.106* X6j + ej 







表3－26 最小二乗法(OLS), 観測: 1998:03-2017:08 (観測数：234) 
従属変数: Y0j   ：（rate_llend_chigin1） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 0.00296328 0.0321667 0.09212 0.9267  
X0j                           0.579718 0.0940054 6.167 <0.0001 *** 
X1j 0.222173 0.0961678 2.310 0.0218 ** 
X2j 0.218693 0.0959376 2.280 0.0236 ** 
X3j −0.103193 0.102396 −1.008 0.3146  
X4j 0.179893 0.0961823 1.870 0.0627 * 
X5j −0.0378116 0.0959689 −0.3940 0.6940  
X6j 0.106349 0.0932809 1.140 0.2555  
 
Mean dependent var  1.647615  S.D. dependent var  0.488368 
Sum squared resid  3.989300  S.E. of regression  0.132860 
R-squared  0.928213  Adjusted R-squared  0.925989 
F(7, 226)  417.4563  P-value(F)  1.9e-125 
Log-likelihood  144.3579  Akaike criterion −272.7158 
Schwarz criterion −245.0733  Hannan-Quinn −261.5704 
Rho  0.642799  Durbin-Watson  0.704485 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の各行の長期貸出約定平均利子率のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017
①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。 
表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted 
R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の














3－3  金融機関の貸出行動の変化 ―手形、CP（Commercial Paper）からの脱却 
長期貸出への転換― 
安倍内閣のもと、アベノミクスと言われた経済と金融政策実施のため、黒田日銀









[日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。 
 
                                                 





















































この図 3－19 だけでは特徴を明確に読み取れないないので、CP 発行残高の対数値
変化と、銀行グループ間の貸出金平均残高の対数値の変化との関係を以下の単回帰
式を用いて、銀行グループ間のそれぞれの特徴を検証することにした。 






uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)  
 
上記の推計結果下記の通りである（表3－27～表3－30、図3－20～図3-22参照）。 
都市銀行  ：  Yj  =－0.0727    + 0.0234*X1j ＋ej 
(-4.684***)       (0.047)    
地方銀行Ⅰ：     Y j = － 0.0033   － 1.438*X2j ＋ej 
(-0.2209)         (-2.097**)    
地方銀行Ⅱ：     Yj  = － 0.0302   － 1.667*X3j ＋ej 
(-3.184***)      (-4.439***)   
信用金庫    ：     Yj  = － 0.0404   － 3.176*X4j ＋ej 
(-4.024***)      (-4.091***)  
 
  推計式の下の（）の値はt値であり、*は*が有意水準10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
この推計の貸出残高とCP発行残高のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) 
http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。 
 
表3－27  最小二乗法(OLS), 観測: 1999:04-2017:08 (観測数： 221) 
従属変数:Yj （ld_book_CP） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α -0.07273 0.0155284 −4.684 <0.0001 *** 
X1j 0.0234777 0.490282 0.04789 0.9619  
 
Mean dependent var −0.072985  S.D. dependent var  0.217307 
Sum squared resid  10.38882  S.E. of regression  0.217802 
R-squared  0.000010  Adjusted R-squared -0.004556 
F(1, 219)  0.002293  P-value(F)  0.961851 
Log-likelihood  24.26091  Akaike criterion −44.52181 
Schwarz criterion −37.72549  Hannan-Quinn −41.77758 
Rho  0.078102  Durbin-Watson  1.800637 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計の各行の貸出残高（平均残高値）とCP発行残高のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日
本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式
の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )は

















この図は、各行の貸出金残高（平均残高値）と手形と CP発行残高のデータを日本銀行の時系列データ検索サイト (日本 
銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。 
                                                 





































図3－20　ld̲book̲CP 対 ld̲lend̲chigin1 (最小二乗フィット付)





表3－28  最小二乗法(OLS), 観測: 2002:04-2013:03 (観測数： 132) 
従属変数: Yj (ld_book_CP) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α. −0.00339904 0.0153858 −0.2209 0.8255  
X2j −1.43889 0.686166 −2.097 0.0379 ** 
 
Mean dependent var −0.027916  S.D. dependent var  0.116392 
Sum squared resid  1.716611  S.E. of regression  0.114912 
R-squared  0.032719  Adjusted R-squared  0.025279 
F(1, 130)  4.397401  P-value(F)  0.037931 
Log-likelihood  99.30181  Akaike criterion −194.6036 
Schwarz criterion −188.8380  Hannan-Quinn −192.2607 
Rho  0.902495  Durbin-Watson  0.194453 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計の貸出残高（平均残高値）とCP発行残高のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 
2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散
に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を







































図3－21　ld̲book̲CP 対 ld̲lend̲chigin2 (最小二乗フィット付)






表3－29  最小二乗法(OLS), 観測: 2002:04-2013:03 (観測数 ：132) 
従属変数: Yj (ld_book_CP) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.0302165 0.00949083 −3.184 0.0018 *** 
X3j −1.66754 0.375659 −4.439 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var −0.027916  S.D. dependent var  0.116392 
Sum squared resid  1.541091  S.E. of regression  0.108879 
R-squared  0.131622  Adjusted R-squared  0.124942 
F(1, 130)  19.70436  P-value(F)  0.000019 
Log-likelihood  106.4207  Akaike criterion −208.8413 
Schwarz criterion −203.0757  Hannan-Quinn −206.4984 
Rho  0.884389  Durbin-Watson  0.232030 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計の各行の貸出残高（平均残高値）とCP発行残高のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日
本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式
の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )は





 この図は、各行の貸出金残高（平均残高値）と手形とCP発行残高のデータを日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  



































図3－22　ld̲book̲CP 対 ld̲lend̲shinkin (最小二乗フィット付)






表3－30  最小二乗法(OLS), 観測: 2002:04-2013:03 (観測数 ：132) 
従属変数: Yj (ld_book_CP) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.0404438 0.0100500 −4.024 <0.0001 *** 
X4j −3.1767 0.776552 −4.091 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var −0.027916  S.D. dependent var  0.116392 
Sum squared resid  1.572279  S.E. of regression  0.109975 
R-squared  0.114048  Adjusted R-squared  0.107233 
F(1, 130)  16.73485  P-value(F)  0.000075 
Log-likelihood  105.0983  Akaike criterion −206.1967 
Schwarz criterion −200.4311  Hannan-Quinn −203.8538 
Rho  0.895255  Durbin-Watson  0.210144 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計の貸出残高（平均残高値）とCP発行残高のデータは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 
2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散
に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を




3－4  金融機関への預金行動の変化 ―公金預金と地域金融機関― 
さて、地域の銀行は、地方自治体の住民、企業法人の税の徴収、公共料金の支払
いや公共事業の決済業務などを引き受けている。そのとき銀行にとって、公金預金
の存在は取引上重要な意味を持つ（図 3-23 参照）176。 






                                                 
176 (天尾 [天尾, 2004]) 98－102 ページ引用。本論文では公金預金についての問題を検討しており、ここでもその内容を引
用して記した。 
177 この数値は、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/in












帰無仮説 7 公金預金種別で地方自治体向け貸出の定数項に違いは無い 
帰無仮説 8 公金預金種別で地方自治体向け貸出の変化に違いが無い。 
そして、以下の様な重回帰モデルを用いた。 
Yj  =  α＋βXij ＋ γ1D1 ＋ γ2D2 ＋ δ1D1*Xij  + δ2D2*Xij  + uj 















この重回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表 3－31 参照）。 
 
Yj  =  6.70216 ＋ 0.449271Xij － 2.95056D1 ＋ 4.80768D2 
（11.35***）       (9.765***）               (-3.062***)              (6.188***） 
  ＋ 0.132231D1*X2j － 0.363985D2*X3j＋ej  
（1.929*）                      (-5.652***）    
 




  係数 Std. Error t値 p値  
α 6.70216 0.590264 11.35 <0.0001 *** 
Xij 0.449271 0.0460076 9.765 <0.0001 *** 
D1 −2.95056 0.963526 −3.062 0.0025 *** 
D2 4.80768 0.776940 6.188 <0.0001 *** 
D1*X2j 0.132231 0.0685498 1.929 0.0552 * 
D2*X3j −0.363985 0.0644000 −5.652 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  12.46591  S.D. dependent var  0.067152 
Sum squared resid  0.423604  S.E. of regression  0.046254 
R-squared  0.537257  Adjusted R-squared  0.525571 
F(5, 198)  45.97660  P-value(F)  2.23e-31 
Log-likelihood  340.5984  Akaike criterion −669.1968 
Schwarz criterion −649.2880  Hannan-Quinn −661.1433 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計の公共団体向け貸出残高（末残値）と公金預金の種別預金残高（末残値）のデータは、日本銀行の時系列データ検
索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. 
Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係
数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤, （加藤 [加
藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
上記推計結果が示す通り、β、γ1 、γ2 、δ1 、δ2 の係数はすべて統計的に有意で
あり、この結果から下記を推論できる。 
















uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
 
上記の推計結果が下記の通りである（表 3－32、図 3－24 参照）。 
Yj  = 8.778   +0.209* Xj＋ej  




表3－32 : 最小二乗法(OLS), 観測: 1998:04-2017:08 (観測数：233) 
従属変数: Yj  (公金預金総残高の対数値) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 8.77819 1.28675 6.822 <0.0001 *** 
Xj 0.209544 0.0828429 2.529 0.0121 ** 
 
Mean dependent var  12.03279  S.D. dependent var  0.170186 
Sum squared resid  6.538425  S.E. of regression  0.168241 
R-squared  0.026950  Adjusted R-squared  0.022738 
F(1, 231)  6.397913  P-value(F)  0.012092 
Log-likelihood  85.68167  Akaike criterion −167.3633 
Schwarz criterion −160.4613  Hannan-Quinn −164.5801 
Rho  0.673336  Durbin-Watson  0.651591 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている. 
この推計の国内銀行の全預金残高（末残値）と公金預金総残高（末残値）のデータは、日本銀行の時系列データ検索サ
イト(日本銀行  [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html より入手し作成した。表のαは定数項、Std. 
Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定
係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤,（加

















Yj = α＋βiXij + uj 
 
ただし、Yjは、公的部門向け総貸出残高（末残値）の対数値、αは定数項、Xi は






































図3－24　l̲pub̲all̲yokin 対 l̲yokin̲all (最小二乗フィット付)




であり、ujは j の誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
上記の単回帰の推計結果は以下の通りである（表3－33～表3－36、図3－25～図3
－28参照）。 
都市銀行 ： Yj  =  12.677  － 0.332*X1j ＋ej 
（534.7***）      (-8.747***） 
地方銀行Ⅰ： Yj  =  12.883   － 0.341*X2j ＋ej 
（383.8***）      (-12.28***） 
地方銀行Ⅱ： Yj  =  12.924   － 0.308*X3j ＋ej 
（434.0***）      (-15.21***) 
信用金庫 ： Yj  =  12.608  － 0.0926*X4j ＋ej 
（871.3***）      (-9.81***）                        





表3－33  最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数 ：68) 
従属変数: Yj  ：(l_lend_pub) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 12.6771 0.0237107 534.7 <0.0001 *** 
X1j −0.332888 0.0380563 −8.747 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  12.47544  S.D. dependent var  0.066553 
Sum squared resid  0.137436  S.E. of regression  0.045633 
R-squared  0.536889  Adjusted R-squared  0.529872 
F(1, 66)  76.51446  P-value(F)  1.22e-12 
Log-likelihood  114.4517  Akaike criterion −224.9034 
Schwarz criterion −220.4644  Hannan-Quinn −223.1445 
Rho  0.287993  Durbin-Watson  1.384969 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用した各銀行グループの貸出約定平均利子率（総合値）と公共団体向け貸出残高（末残値）の数値データ
は、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月
時点） より入手し作成した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-
squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の






ータ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-earch.boj.or.jp/index.html よりデータを入手し作成した。 
表3－34 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数：68) 
従属変数: Yj    ： (l_lend_pub) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 12.8838 0.0335655 383.8 <0.0001 *** 
X2j −0.341795 0.0278403 −12.28 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  12.47544  S.D. dependent var  0.066553 
Sum squared resid  0.090376  S.E. of regression  0.037004 
R-squared  0.695467  Adjusted R-squared  0.690853 
F(1, 66)  150.7250  P-value(F)  1.06e-18 
Log-likelihood  128.7040  Akaike criterion −253.4080 
Schwarz criterion −248.9690  Hannan-Quinn −251.6491 
Rho  0.370768  Durbin-Watson  1.210281 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用した各銀行グループの貸出約定平均利子率（総合値）と公共団体向け貸出残高（末残値）の数値データ
は、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11
月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-
squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の


































図3－25　̲lend̲pub 対 rate̲glend̲toshi (最小二乗フィット付)





タ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-earch.boj.or.jp/index.html よりデータを入手し作成した。 
 
表3－35 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数：68) 
従属変数: Yj       ：(l_lend_pub) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 12.9245 0.0297768 434.0 <0.0001 *** 
X3j −0.308522 0.0202897 −15.21 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  12.47544  S.D. dependent var  0.066553 
Sum squared resid  0.065900  S.E. of regression  0.031599 
R-squared  0.777941  Adjusted R-squared  0.774577 
F(1, 66)  231.2188  P-value(F)  3.00e-23 
Log-likelihood  139.4425  Akaike criterion −274.8851 
Schwarz criterion −270.4461  Hannan-Quinn −273.1262 
Rho  0.301632  Durbin-Watson  1.380444 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この
推計に使用した数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-
search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する
各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of 



































図3－26　l̲lend̲pub 対 rate̲glend̲chigin1 (最小二乗フィット付)







タ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-earch.boj.or.jp/index.html よりデータを入手し作成した。 
 
表3－36 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:08 (観測数：68) 
従属変数: Yj  (l_lend_pub) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 12.6080 0.0144695 871.3 <0.0001 *** 
X4j −0.0926433 0.00944337 −9.810 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  12.47544  S.D. dependent var  0.066553 
Sum squared resid  0.120723  S.E. of regression  0.042768 
R-squared  0.593205  Adjusted R-squared  0.587042 
F(1, 66)  96.24396  P-value(F)  1.62e-14 
Log-likelihood  118.8600  Akaike criterion −233.7201 
Schwarz criterion −229.2811  Hannan-Quinn −231.9612 
Rho  0.373141  Durbin-Watson  1.217423 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この
推計に使用した数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-search.bo
j.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメ
ーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressio




































図3－27　l̲lend̲pub 対 rate̲glend̲chigin2 (最小二乗フィット付)














帰無仮説 7 銀行グループ間で公的部門の貸出の定数項に違いは無い 
帰無仮説 8 銀行グループ間で公的部門の貸出の利子率で違いが無い 
ここで、銀行グループ間での違いを詳細に検証するために、パネルデータを用い
て下記の重回帰モデルを推計した。 


































図3-28　l̲lend̲pub 対 rate̲glend̲shinkin (最小二乗フィット付)





Yj : 公的部門への貸出残高（末残値）の対数値(l_lend_pub)、 
Xij : 銀行グループiの貸出約定平均利子率（総合値）〔i=1:都市銀行、i=2：地方銀行Ⅰ、
i=3：地方銀行Ⅱ、i=4 :信用金庫〕、ｊは観測値の番号、 











この重回帰モデルの推計結果は下記の通りである（表 3－37 参照）。 
Y j = 12.6771 － 0.332888Xij ＋ 0.206709D1 ＋ 0.247342D2＋ 0.355805D3 
（648.4***）    (-10.30***）               (5.101***)                   (5.929***）              （6.678***） 
－ 0.00890726D1*X2j ＋ 0.0243654* D2*X3j ＋ 0.0448100D3*X4j＋ej 
 (-0.2046）                                   (0.5972）                                  （1．090） 
推計式の下の（）の値はt値であり、*は*が有意水準10％ **有意水準５％、***は有意水準１％である。 
 
表3－37 ：パネルデータを用いた重回帰モデル  
都市銀行グループの総合貸出利子率で公的部門の貸出を推計した結果  
 最小二乗法(OLS), 観測数:272 
従属変数: Ｙj   
  係数 Std. Error t値 p値  
α 12.6771 0.0201428 629.4 <0.0001 *** 
Xij −0.332888 0.0323297 −10.30 <0.0001 *** 
D1 0.206709 0.0405242 5.101 <0.0001 *** 
D2 0.247342 0.0417163 5.929 <0.0001 *** 
D3 0.355805 0.0532789 6.678 <0.0001 *** 
D1*X2j −0.00890726 0.0435413 −0.2046 0.8381  
D2*X3j 0.0243654 0.0408022 0.5972 0.5509  
D3*X4j 0.0448100 0.0410970 1.090 0.2766  
 
Mean dependent var  12.47544  S.D. dependent var  0.066184 
Sum squared resid  0.396745  S.E. of regression  0.038766 
R-squared  0.665778  Adjusted R-squared  0.656916 
190 
 
F(7, 264)  75.12771  P-value(F)  3.38e-59 
Log-likelihood  502.1646  Akaike criterion −988.3292 
Schwarz criterion −959.4828  Hannan-Quinn −976.7484 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用した数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-
search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パ
ラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of  
regressionは推計の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤,（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
上記の推計結果からも分かるように、統計的に有意な係数はβ、γ1 、γ2 、γ3 
である。この結果から下記を推論できる。 



































                                                 
178 コミットメントラインの契約数と契約額、利用数と使用額については、日本銀行時系列統計データ検索サイト(日本銀



































































































そして、上記の推計結果は下記の通りである（表 3－38 参照）。 
Yj=  － 0.31   +  0.721* Xj ＋ej 
（-0.500）      (3.968***）             
 
   推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
表3－38 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:09 (観測数：69) 
従属変数:Yj 
  係数 Std. Error t値 p値  
α −0.310941 0.621172 −0.5006 0.6183  
Xj 0.721621 0.181881 3.968 0.0002 *** 
 
Mean dependent var  2.153233  S.D. dependent var  0.095561 
Sum squared resid  0.502836  S.E. of regression  0.086632 
R-squared  0.190247  Adjusted R-squared  0.178161 
F(1, 67)  15.74131  P-value(F)  0.000179 
Log-likelihood  71.88835  Akaike criterion −139.7767 
Schwarz criterion −135.3085  Hannan-Quinn −138.0040 
Rho  0.772150  Durbin-Watson  0.457920 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したコミットメントラインの契約数と契約額、使用数と使用額の数値データは、日本銀行の時系列デー
タ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]]http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。表の
Const.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted 
R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の



















uj：j での誤差項 uj ~N(0, σ2) 
 
上記の推計結果は下記の通りである（表 3－39～表 3－42、図 3－30～図 3－32 参
照）。 
都市銀行 ：  Y1j  =  15.8183  － 0.379 *Xj    ＋ ej  
(222.8***）          (-18.27***） 
地方銀行Ⅰ：     Y2j  =  17.6068  － 0.952 * Xj    ＋ ej  
（118.6***）        (-21.92***） 
地方銀行Ⅱ：     Y3j  =  15.5248  －0.729 * Xj   ＋ ej 
（144.0***）        (-23.1***) 
信用金庫 ：     Y4j  =  14.8976  － 0.449 * Xj   ＋ ej  
（191.8***）        (-19.76***）                        
 
推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
表3－39 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:09 (観測数：69) 
従属変数: Y1j  ：都市銀行（l_lend_toshigin） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 15.8183 0.0710042 222.8 <0.0001 *** 
Xj −0.379874 0.0207903 −18.27 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  14.52107  S.D. dependent var  0.024043 
Sum squared resid  0.006570  S.E. of regression  0.009903 
R-squared  0.832857  Adjusted R-squared  0.830362 
F(1, 67)  333.8547  P-value(F)  9.98e-28 
Log-likelihood  221.5403  Akaike criterion −439.0806 
Schwarz criterion −434.6124  Hannan-Quinn −437.3079 
Rho  0.755014  Durbin-Watson  0.495015 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したコミットメントラインの契約数と契約額、使用数と使用額と各銀行グループの貸出残高（平均残高




標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計
式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤, （加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
表3－40 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:09 (観測数：69) 
従属変数: Y2j ：地方銀行Ⅰ（ l_lend_chigin1） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 17.6068 0.148465 118.6 <0.0001 *** 
Xj −0.952949 0.0434711 −21.92 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  14.35272  S.D. dependent var  0.058755 
Sum squared resid  0.028724  S.E. of regression  0.020706 
R-squared  0.877637  Adjusted R-squared  0.875810 
F(1, 67)  480.5501  P-value(F)  2.83e-32 
Log-likelihood  170.6452  Akaike criterion −337.2905 
Schwarz criterion −332.8223  Hannan-Quinn −335.5178 
Rho  0.799001  Durbin-Watson  0.378636 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したコミットメントラインの契約数と契約額、使用数と使用額と各銀行グループの貸出残高（平均残高
値）の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行,  [日本銀行, 2017①]  ) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの
標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計
式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤,（加藤, [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
 
表3－41 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:09 (観測数：69) 
従属変数: Y3j ：地方銀行Ⅱ (l_lend_chigin2) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 15.5248 0.107823 144.0 <0.0001 *** 
Xj −0.729367 0.0315709 −23.10 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.03417  S.D. dependent var  0.044695 
Sum squared resid  0.015150  S.E. of regression  0.015037 
R-squared  0.888468  Adjusted R-squared  0.886803 
F(1, 67)  533.7242  P-value(F)  1.26e-33 
Log-likelihood  192.7155  Akaike criterion −381.4310 
Schwarz criterion −376.9628  Hannan-Quinn −379.6583 
Rho  0.798918  Durbin-Watson  0.405999 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したコミットメントラインの契約数と契約額、使用数と使用額と各銀行グループの貸出残高（平均残高
値）の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行,  [日本銀行, 2017①]] )  http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの
標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計
式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算値である。加藤.,（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
表3－42 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2012:01-2017:09 (観測数： 69) 
従属変数: Y4j ：信用金庫 (l_lend_shinkin) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.8976 0.0776723 191.8 <0.0001 *** 
Xj −0.449497 0.0227427 −19.76 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.36263  S.D. dependent var  0.028102 
Sum squared resid  0.007862  S.E. of regression  0.010833 





F(1, 67)  390.6337  P-value(F)  1.17e-29 
Log-likelihood  215.3470  Akaike criterion −426.6939 
Schwarz criterion −422.2257  Hannan-Quinn −424.9212 
Rho  0.833597  Durbin-Watson  0.321106 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したコミットメントラインの契約数と契約額、使用数と使用額と各銀行グループの貸出残高（平均残高
値）の数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行 , [日本銀行, 2017①] ) http://www.stat-search.boj.or.jp/in-
dex.html（2017年11月時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの
標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計








データは、日本銀行の時系列データ検索サイト (日本銀行 , [日本銀行, 2017①])  http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html






































図3-30　l̲lend̲tosigin 対 l̲use̲commit (最小二乗フィット付)






































図3-31 l̲lend̲chigin1 対 l̲use̲commit (最小二乗フィット付)








数値データは、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行, [日本銀行, 2017①] ) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html




































図3－32　l̲lend̲chigin2 対 l̲use̲commit (最小二乗フィット付)





































図3－33　l̲lend̲shinkin 対 l̲use̲commit (最小二乗フィット付)

























                                                 
























                                                 
181 日本経済新聞 2016 年 11 月 18 日付の記事「ＪＲ北海道、全路線の半分「維持困難」」で地域経済への大きな影響が取り
上げられた。 
182民営化を進める際に、 イコール フッティング(equal footing)という民間との競争を意識する言葉も盛んに用いられ
た。実際には、郵便事業の現状維持という目的の方が意識されて、民営化の方策が進んでいった。(天尾, [天尾, 2005]) 91-
94 ページ引用。 
183 (天尾 [天尾, 2005]) 95 ページ引用。 
184 日本郵政は、2013 年 7 月 26 日 日本郵政株式会社とアフラックの業務提携について発表した。当時、日本郵政は日本の
保険会社と提携もしていた。日本郵政の Web の https://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/2013/20130726102580.html（平
























                                                 
185（ 天尾 [天尾, 2005]）111－112 ページより引用。 




























                                                 





















4－1 公的部門の金融再編の姿 －民営化後のゆうちょ銀行について－ 
 民営化した「ゆうちょ銀行」が、現在、どのような預貸状況になっているのか、
2007 年から 2017 年までの状況を検証する190。 
まず、ゆうちょ銀行の総預金残高（末残値）の動きであるが、総預金残高の減少
は 2008 年の景気悪化の影響は 2010 年まで続き、それ以降は持ち直して預金残高が
                                                 
189 （吉野 藤田 [吉野 藤田, 2007]） 198～199 ページ引用。 
190 日本郵政のホームページ上から、ゆうちょ銀行の財務情報のディスクロージャー誌の貸借対照表と損益計算書から数値
を抽出して、本論文では分析を試みている。(ゆうちょ銀行, [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) http://www.jp-bank.japanpos
t.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.html より数値データを入手した。天尾は論文で 2003 年、2004 年の郵便事業の金融業
務について考察した(天尾, [天尾, 2005]) 85-88 ページ参照。。 
202 
 
増えた。他方、貸出残高（末残値）は 2015 年までは減少傾向であったが、2016 年
に急増した（図 4－1 参照）。 
 
この図の預金残高、貸出残高の数値データは、(ゆうちょ銀行 [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) http://www.jp-bank.japanpost.jp/
ir/financial/ir_fnc_disclosure.html（平成 29年 11月時点）のディスクロージャー誌の財務データより入手した。 
 
 
この図の預金残高、貸出残高の数値データは、(ゆうちょ銀行,  [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) http://www.jp-bank.japanpost.j



















































































この図の数値データは、(ゆうちょ銀行 [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) http://www.jp-bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_dis-















































uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
 
その推計結果は下記の通りである（表 4－1、図 4－4 参照）。 
Yj  =     319.5   － 16.16 * Xj＋ej  
（2.789**）        (-2.679**）             
   推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
表4－1 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2007-2016 (観測数：10) 
従属変数:Yj         l_net_rieki（ゆうちょ銀行純利益の対数値） 
  係数 Std. Error t値 p値  
Const. 319.598 114.597 2.789 0.0236 ** 
Xj −16.1633 6.03357 −2.679 0.0280 ** 
 
Mean dependent var  12.60365  S.D. dependent var  0.273877 
Sum squared resid  0.355854  S.E. of regression  0.210907 
R-squared  0.472868  Adjusted R-squared  0.406976 
F(1, 8)  7.176460  P-value(F)  0.027974 
Log-likelihood  2.489712  Akaike criterion −0.979424 
Schwarz criterion −0.374254  Hannan-Quinn −1.643294 
Rho  0.805536  Durbin-Watson  0.284614 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したゆうちょ銀行の純利益と預金残高（末残値）の数値データは、(ゆうちょ銀行 [ゆうちょ銀行株式会社, 
2017])  http://www.jp-bank.japanpost.jp/ir/bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.html （平成 29年 11月時点）のディスク
ロージャー誌より入手した。表の Const.は定数項、Std. Error はこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、
R-squaredは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )は F値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の










この図のゆうちょ銀行の純利益と預金残高（末残値）の数値データは、(ゆうちょ銀行 [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) 











uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
 
その推計結果は以下の通りである（表 4－2、図 4－5 参照）。 
Yj   = －0.2278  ＋ 0.9222 * Xj + ej 
（-0.036）        (2.147*）             




































図4－4　l̲net̲rieki 対 l̲yokin̲all (最小二乗フィット付)




表4－2: 最小二乗法(OLS), 観測: 2007-2016 (観測数：10) 
従属変数:Yj    l_rieki_keijyou（ゆうちょ銀行の経常利益の対数値） 
  係数 Std. Error t値 p値  
Const. −0.2278 6.19585 −0.03677 0.9716  
Xj 0.922243 0.429544 2.147 0.0641 * 
 
Mean dependent var  13.07404  S.D. dependent var  0.256609 
Sum squared resid  0.375986  S.E. of regression  0.216791 
R-squared  0.365569  Adjusted R-squared  0.286265 
F(1, 8)  4.609726  P-value(F)  0.064071 
Log-likelihood  2.214560  Akaike criterion −0.429120 
Schwarz criterion  0.176050  Hannan-Quinn −1.092990 
Rho  0.662022  Durbin-Watson  0.476673 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計に使用したゆうちょ銀行の経常利益と運用収益の数値データは、(ゆうちょ銀行, [ゆうちょ銀行株式会社, 2017])  
http://www.jp-bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.html （平成29年11月時点）のディスクロージャー誌より入手し
た。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、
Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量で
あるs2の計算値である。加藤, （加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
 
この図のゆうちょ銀行の経常利益と運用収益の数値データは、(ゆうちょ銀行,  [ゆうちょ銀行株式会社, 2017]) http://www.jp






































図4－5　l̲rieki̲keijyou 対 l̲syueki̲unyou (最小二乗フィット付)












uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
 
推計結果は以下の通りである（表 4－3、図 4－6 参照）。 
役務取引費用効果： Yj   =   7.249   +  0．578 * Xj ＋ ej 
（4.609***）    (3.706***）             
 
表4－3 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2007-2016 (観測数：10) 
従属変数: Yj  （l_rieki_keijyou） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 7.24909 1.57265 4.609 0.0017 *** 
Xj 0.578110 0.155995 3.706 0.0060 *** 
Mean dependent var  13.07404  S.D. dependent var  0.256609 
Sum squared resid  0.218141  S.E. of regression  0.165129 
R-squared  0.631914  Adjusted R-squared  0.585903 
F(1, 8)  13.73404  P-value(F)  0.005991 
Log-likelihood  4.936616  Akaike criterion −5.873232 
Schwarz criterion −5.268062  Hannan-Quinn −6.537103 
Rho  0.802387  Durbin-Watson  0.537057 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この
推計に使用したゆうちょ銀行の経常利益と役務取引等費用の数値データは、(ゆうちょ銀行,  [ゆうちょ銀行株式会社, 
2017] )http://www.jp-bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.html （平成29年11月時点）のディスクロージャー誌より
入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係
数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定




















uj：誤差項 uj ~N(0, σ2)である。 
 
この推計結果は以下の通りである（表 4－4 参照）。 
経常費用効果： Yj   =   3.048   +  0.703 * Xj＋ ej 
（0.449）     (1.477）             

































図4－6　l̲rieki̲keijyou 対 l̲cost̲ekimu (最小二乗フィット付)





表4－4 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2007-2016 (観測数：10) 
従属変数:Yj （ l_rieki_keijyou） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 3.04862 6.78647 0.4492 0.6652  
Xj 0.703271 0.476032 1.477 0.1778  
 
Mean dependent var  13.07404  S.D. dependent var  0.256609 
Sum squared resid  0.465606  S.E. of regression  0.241248 
R-squared  0.214345  Adjusted R-squared  0.116138 
F(1, 8)  2.182589  P-value(F)  0.177830 
Log-likelihood  1.145614  Akaike criterion  1.708771 
Schwarz criterion  2.313941  Hannan-Quinn  1.044901 
Rho  0.631763  Durbin-Watson  0.457938 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。この
推計に使用したゆうちょ銀行の経常利益と経常費用の数値データは、(ゆうちょ銀行,  [ゆうちょ銀行株式会社, 2017])  http:
//www.jp-bank.japanpost.jp/ir/financial/ir_fnc_disclosure.html （平成29年11月時点）のディスクロージャー誌より入手した。
表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted R
-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計














                                                 
191 本論では扱っていないが、金融機関で収益性が低くなった理由として、収益要因の分析で、従業員の多さ、生産性の低























この図は吉野、藤田 [吉野 藤田, 2007]164ページ図表 5-6を引用した。 
 
                                                 
192 この図 4－7は（吉野、藤田 [吉野 藤田, 2007]）164 ページより引用した。信用保証協会のデータは、全国信用保証協
会連合会のホームページの信用保証実績の推移 http://www.zenshinhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf で開示されて






















例えば、2008 年（平成 20 年）に日本でサブプライム ショックと言われた金融危
機に際して、金融機関の貸し渋り対策として導入された「金融安定化特別保証制
度」は、金融機関の与信先で一定の条件を満たせば、信用保証承諾を行う柔軟な施
                                                 
193 地方自治体と信用保証協会が責任共有制度という保証制度を用い、起業を支援する「創業支援資金」などがその一例で
ある。栃木県ホームページ http://www.pref.tochigi.lg.jp/f03/work/shoukougyou/yuushi/1179725123542.html#beppyou1 よ
















合であった。この制度を用いて、2003 年（平成 15 年）の足利銀行の破たんや 2004
年（平成 16 年）に起きた新潟中越地震、2001 年（平成 13 年）に発生した BSE





                                                 
194他にも当時 2009 年（平成 21 年）より 2年間の時限立法であった「金融円滑化法」「中小企業等金融円滑化法」による信
用保証制度利用も存在した。 
195 (天尾 [天尾, 2013]) 201－203 ページ引用。 
196 本論文では陽表的に示していないが、日本の信用保証制度そのものが、金融機関の与信と与信先企業で、金融市場での








るという特徴は世界で見て独特のものと言える（表 4－5 参照）197。 
    表 4－5 諸外国の信用保証制度との比較    














2 億円） 保証限度額 100
万ドル（約 1 億円） 
保証限度額 75ユ
ーロ（約 1 億円） 
保証限度額 
 •一般信用保証 30




保証割合 原則 100%保証 (一部、部
分保証の制度 あり） 
融資額 15 万ドル以下 

















 同 70 万ドル以下：3% 
同 70 万ドル超:3.5% 
































                                                 
197(中小企業庁 [中小企業庁 中小企業政策審議会 基本政策部会 第 1回信用補完制度のあり方に関する検討小委員会, 























本論文では、データ入手の制約のため、2017 年 8 月から過去 18 ヶ月のデータを用
いて推計を行った198。 











Yj = α＋βiXij + uj 
αは定数項、 
Yj ：信用保証承諾額の対数値であり、 
Xij :は銀行グループ i での貸出金残高の対数値〔i=1：都市銀行、i=2：地方銀行Ⅱ、i=3：
地方銀行Ⅱ、i=4：信用金庫〕 











Yij = α＋βiXj + uj 
 












































Xj は保証債務残高の対数値、j は観測値の番号、 
uj :誤差項 uj ~N(0, σ2) 
 
この推計結果は以下の通りである（表4－6～表4－9、図4－9～図4－12参照）。 
都市銀行 ： Y1j   = 20.663  － 0.360 * Xj ＋ ej 
（22.59***）     (-6.695***） 
地方銀行Ⅰ： Y2j   = 22.610   － 0.481 * Xj＋ ej 
（48.70***）     (-17.623***） 
地方銀行Ⅱ： Y3j   = 19.595  － 0.382 * Xj ＋ ej 
（32.47***）    (-10.78***) 
信用金庫 ： Y4j   = 19.362  － 0.350 * Xj ＋ ej 
（41.78***）     (-12.86***）                        
推計式の下の（）の値は t値であり、*は*が有意水準 10％ **は有意水準５％、***は有意水準１％である。 
 
表4－6  最小二乗法(OLS), 観測: 2016:04-2017:08 (観測数：17) 
従属変数: Y1j  ：都市銀行 (l_lend_toshigin) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 20.6638 0.914774 22.59 <0.0001 *** 
Xj −0.360211 0.0538022 −6.695 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  14.53929  S.D. dependent var  0.013248 
Sum squared resid  0.000704  S.E. of regression  0.006851 
R-squared  0.749266  Adjusted R-squared  0.732550 
F(1, 15)  44.82424  P-value(F)  7.17e-06 
Log-likelihood  61.65831  Akaike criterion −119.3166 
Schwarz criterion −117.6502  Hannan-Quinn −119.1510 
Rho  0.442907  Durbin-Watson  0.880959 
 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている。 
この推計した表の保証債務残高のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移（http://www.
zenshinhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値データは、日本銀
行の時系列データ検索サイト (日本銀行, [日本銀行, 2017①] ) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月時
点） より入手した。表のConst.は定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-square
dは決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の




表4－7  最小二乗法(OLS), 観測: 2016:04-2017:08 (観測数：17) 
従属変数:Y2j   ：地方銀行Ⅰ (l_lend_chigin1) 
  係数 Std. Error t値 p値  
Const. 22.6107 0.464323 48.70 <0.0001 *** 
Xj −0.481388 0.0273090 −17.63 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  14.42590  S.D. dependent var  0.015691 
Sum squared resid  0.000181  S.E. of regression  0.003478 
R-squared  0.953949  Adjusted R-squared  0.950879 
F(1, 15)  310.7266  P-value(F)  1.95e-11 





Schwarz criterion −140.7055  Hannan-Quinn −142.2063 
Rho  0.376490  Durbin-Watson  1.211382 
 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計した表の保証債務残高のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移（http://www.
zenshinhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値データは、日本銀
行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月時点） 
より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定
係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推
定量であるs2の計算値である。加藤,（加藤, [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
表4－8  最小二乗法(OLS), 観測: 2016:04-2017:08 (観測数：17) 
従属変数:Y3j    ：地方銀行Ⅱ ( l_lend_chigin2) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 19.5959 0.603433 32.47 <0.0001 *** 
Xj −0.382486 0.0354907 −10.78 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.09270  S.D. dependent var  0.012939 
Sum squared resid  0.000306  S.E. of regression  0.004519 
R-squared  0.885623  Adjusted R-squared  0.877998 
F(1, 15)  116.1454  P-value(F)  1.85e-08 
Log-likelihood  68.73105  Akaike criterion −133.4621 
Schwarz criterion −131.7957  Hannan-Quinn −133.2964 
Rho  0.384978  Durbin-Watson  1.157210 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計した表の保証債務残高のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移
（http://www.zenshinhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値データ
は、日本銀行の時系列データ検索サイト(日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月
時点） より入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squared
は決定係数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の
不偏推定量であるs2の計算値である。加藤.,（加藤 [加藤, 2012]）54－57ページ参照。 
 
表4－9  最小二乗法(OLS), 観測: 2016:04-2017:08 (観測数：17) 
従属変数: :Y4j   ：信用金庫 (l_lend_shinkin) 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 19.3620 0.463449 41.78 <0.0001 *** 
Xj −0.350588 0.0272576 −12.86 <0.0001 *** 
 
Mean dependent var  13.40109  S.D. dependent var  0.011656 
Sum squared resid  0.000181  S.E. of regression  0.003471 
R-squared  0.916866  Adjusted R-squared  0.911324 
F(1, 15)  165.4313  P-value(F)  1.67e-09 
Log-likelihood  73.21800  Akaike criterion −142.4360 
Schwarz criterion −140.7696  Hannan-Quinn −142.2703 
Rho  0.373811  Durbin-Watson  1.195326 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計した表の保証債務残高のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移（http://www.
zenshinhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値デーは、日本銀行
の時系列データ検索サイト (日本銀行, [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） よ
り入手した。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係
数、Adjusted R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定



















































図4－9　l̲lend̲tosigin 対 l̲stock̲hosyou̲saimu (最小二乗フィット付)


















































図4－10　l̲lend̲chigin1 対 l̲stock̲hosyou̲saimu (最小二乗フィット付)








































図4－11　l̲lend̲chigin2 対 l̲stock̲hosyou̲saimu (最小二乗フィット付)






検索サイト (日本銀行,  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html（2017年11月時点） より入手した。 
 
帰無仮説 9 銀行グループ間の保証債務残高で定数項に違いは無い 




Yj  =  α＋βXij ＋ γ1D1 ＋ γ2D2 ＋ γ3D3＋ δ1D1*Xij  + δ2D2*Xij  




i=3：地方銀行Ⅱ、i=4 :信用金庫）、j は観測値の番号であり、 










































図4－12　l̲lend̲shinkin 対 l̲stock̲hosyou̲saimu (最小二乗フィット付)









その推計結果は以下の通りである（表 4－10 参照）。 
Yj  =  47.2453 － 2.08007Xij  − 1.65554D1 ＋ 0.0724923D2＋ 4.80402*D3 
（14.90***）    (-9.537***）             (-0.4402)                   (0.01681）                  （1.046） 
＋ 0.0984117D1*X2j － 0.235362 D2*X3j － 0.535148 D3*X4j＋ej 





: 最小二乗法(OLS), 観測数:68 
従属変数: Yj 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 47.2453 3.17119 14.90 <0.0001 *** 
Xij −2.08007 0.218112 −9.537 <0.0001 *** 
D1 −1.65554 4.13691 −0.4002 0.6904  
D2 0.0724923 4.31340 0.01681 0.9866  
D3 4.80402 4.59270 1.046 0.2998  
D1*X2j 0.0984117 0.285458 0.3448 0.7315  
D2*X3j −0.235362 0.312161 −0.7540 0.4538  
D3*X4j −0.535148 0.330192 −1.621 0.1103  
 
Mean dependent var  17.00251  S.D. dependent var  0.031115 
Sum squared resid  0.008016  S.E. of regression  0.011558 
R-squared  0.876426  Adjusted R-squared  0.862009 
F(7, 60)  60.79123  P-value(F)  7.11e-25 
Log-likelihood  211.0721  Akaike criterion −406.1442 
Schwarz criterion −388.3882  Hannan-Quinn −399.1087 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計した表の代位弁済額のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移（http://www.zenshi
nhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値データは、日本銀行の時系
列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月時点） より入手し
た。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted 
R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算









2，地方銀行Ⅱ ：γ2 もδ2 が統計的に有意でないので、帰無仮説9，10とも棄却で 
きない。すなわち、定数項および直線の傾きもともに、基準とした都市銀
行グループのそれらと差が認められない。 









Yij ＝ α＋βiXj＋uj 
αは定数項 
Yij：銀行グループ i での貸出金残高（末残）の対数値〔i=1 :都市銀行、i=2: 地方銀行Ⅰ、
i=3 :地方銀行Ⅱ、i=4：信用金庫〕 
Xj：代位弁済額総額の対数値 j は観測値の番号、 
uj  :誤差項 uj ~N(0, σ2) 
 
推計結果は以下の通りである（表 4－11、図 4－13 参照）。統計上有意な意味
を持つ推計結果は都市銀行グループだけであった 
都市銀行 ： Y1j   =  14．995 － 0.043 *Xj ＋ ej  
（60.74***）         (-1.847*） 
 








表4－11 : 最小二乗法(OLS), 観測: 2016:04-2017:08 (観測数：17) 
従属変数:Y1j ：都市銀行（l_lend_toshigin） 
  係数 Std. Error t値 p値  
α 14.9952 0.246870 60.74 <0.0001 *** 
Xj −0.0439943 0.0238210 −1.847 0.0846 * 
 
Mean dependent var  14.53929  S.D. dependent var  0.013248 
Sum squared resid  0.002288  S.E. of regression  0.012350 
R-squared  0.185268  Adjusted R-squared  0.130952 
F(1, 15)  3.410952  P-value(F)  0.084587 
Log-likelihood  51.64136  Akaike criterion −99.28272 
Schwarz criterion −97.61629  Hannan-Quinn −99.11707 
Rho  0.701043  Durbin-Watson  0.549687 
表のp値の後の、※※※・・・・有意水準1％ ※※・・・・有意水準5％ ※・・・・有意水準10％となっている 
この推計した表の代位弁済額のデータは 全国信用保証協会連合会のホームページの信用保証実績の推移（http://www.zenshi
nhoren.or.jp/document/hosho_jisseki.pdf）で開示されたもの（平成29年11月時点）、貸出残高の数値データは、日本銀行の時系
列データ検索サイト (日本銀行  [日本銀行, 2017①]) http://www.stat-search.boj.or.jp/index.html （2017年11月時点） より入手し
た。表のαは定数項、Std. Errorはこの推計式の分散に対応する各パラメーターの標準偏差、R-squaredは決定係数、Adjusted 
R-squaredは修正済み決定係数である。F( )はF値を示す。S.E. of regressionは推計式の攪乱項の分散の不偏推定量であるs2の計算












































図4－13　l̲lend̲tosigin 対 l̲daiibennsai (最小二乗フィット付)

























                                                 
200 この図 4－14 は(吉野 藤田 [吉野 藤田, 2007]) 149 ページの図表 5－1（203 ページの図表 6－15再掲）を引用した。 
201 公共財とは排除不可能性と消費の集団性という二つの条件を満たすものであり、車の所有者しか使えないという意味
で、高速道路などは準公共財である。公共性の判断については、国民の豊かさの感覚や生活スタイルなどとも関係している。







直接融資 間接融資 債務保証等 
のいずれかを選択する。 
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以下に記す。なお、統計データについては、 [日本銀行, 2017①]、 [ゆうちょ銀行株
式会社, 2017]、総務省の e-stats の長期時系列データより入手した。表の e+00?の意味
は 10 の?（数字）乗という表記方法である。本論文では、推計モデルによって、下
記のデータを Yj、Yij、Xij、Xj 、Xijkと置き換えて使用している。例えば、銀行グル






基本統計量 使用した観測: 1998:03 - 2017:07（億円単位） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
lend_shinkin 6.4779e+005 6.3746e+005 6.1390e+005 7.2846e+005 
lend_togin 1.9307e+006 1.8794e+006 1.7475e+006 2.2231e+006 
lend_chigin1 1.5107e+006 1.4537e+006 1.3200e+006 1.9379e+006 
lend_chigin2 4.5007e+005 4.3877e+005 3.9657e+005 5.4265e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
lend_shinkin 26647. 0.041135 1.0869 0.11454 
lend_togin 1.3054e+005 0.067614 0.75710 -0.73710 
lend_chigin1 1.7950e+005 0.11882 0.79948 -0.55818 
lend_chigin2 35021. 0.077811 0.72554 -0.45092 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
lend_shinkin 6.1971e+005 7.0352e+005 34476. 0 
lend_togin 1.7698e+006 2.1720e+006 2.0834e+005 0 
lend_chigin1 1.3318e+006 1.8727e+006 2.7791e+005 0 
lend_chigin2 4.0406e+005 5.1594e+005 50393. 0 
 
図1－2の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 1998:03 - 2006:02(億円単位) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
lend_all 7.0513e+006 7.1664e+006 6.4091e+006 7.6517e+006 
lend_shinkin 6.5386e+005 6.4059e+005 6.1390e+005 7.2846e+005 
lend_toshigin 2.0511e+006 2.0920e+006 1.8249e+006 2.2231e+006 
lend_chigin1 1.3494e+006 1.3457e+006 1.3200e+006 1.4021e+006 
lend_chigin2 4.5417e+005 4.4302e+005 3.9657e+005 5.4265e+005 
lend_shinso 1.1894e+005 1.2030e+005 90416. 1.6822e+005 
lend_roukumi 81411. 80095. 66269. 95816. 
lend_JA 2.1621e+005 2.1550e+005 2.1108e+005 2.2161e+005 
Publend 1.6058e+006 1.6125e+006 1.3690e+006 1.7416e+006 
lend_tyusyou 2.8165e+005 2.8129e+005 2.5930e+005 3.0100e+005 





変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
lend_all 4.1056e+005 0.058225 -0.22953 -1.5187 
lend_shinkin 35002. 0.053531 0.54106 -1.2528 
lend_toshigin 1.1581e+005 0.056461 -0.49803 -1.0550 
lend_chigin1 17632. 0.013067 0.90862 0.36459 
lend_chigin2 44568. 0.098130 0.44656 -1.2289 
lend_shinso 26958. 0.22664 0.25717 -1.5226 
lend_roukumi 9840.4 0.12087 0.10820 -1.4759 
lend_JA 2955.0 0.013667 0.18259 -1.2949 
Publend 1.0678e+005 0.066496 -0.45672 -0.80578 
lend_tyusyou 9457.6 0.033579 -0.21365 -0.51159 
lend_home 82161. 0.12123 -0.82385 -0.74230 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
lend_all 6.4376e+006 7.5486e+006 7.8382e+005 0 
lend_shinkin 6.1619e+005 7.1092e+005 69509. 0 
lend_toshigin 1.8451e+006 2.2145e+006 1.8133e+005 0 
lend_chigin1 1.3273e+006 1.3872e+006 26225. 0 
lend_chigin2 3.9846e+005 5.2769e+005 91330. 0 
lend_shinso 90716. 1.6072e+005 51558. 0 
lend_roukumi 66649. 95110. 19724. 0 
lend_JA 2.1211e+005 2.2084e+005 5329.0 0 
Publend 1.3965e+006 1.7350e+006 1.8489e+005 0 
lend_tyusyou 2.6379e+005 2.9630e+005 11640. 0 
lend_home 5.1415e+005 7.5993e+005 1.3722e+005 0 
これらの数値は銀行業態別貸出金残高（末残）の総計の項目であり、all 全合計、shinkin 信用金
庫、toshigin 都市銀行、chigin1,2 地方銀行Ⅰ、Ⅱ、shinso 信用組合、roukumi 労働金庫 JA 農業協同組
合、publend 公的金融機関である。Tyusyou 中小金融公庫、home は住宅金融公庫であり、これは公的
金融として計測した。日本銀行金融統計月報より作成し、各行の総貸出金残高を使用した。 
 
図 1－3a の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 1998 – 2003(億円 預金合計の平均残高) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
yokin_toshigin 2.0835e+006 2.0394e+006 1.9092e+006 2.2646e+006 
yokin_chigin1 1.7382e+006 1.7499e+006 1.6625e+006 1.7956e+006 
yokin_chigin2 5.7455e+005 5.6920e+005 5.4789e+005 6.1288e+005 
yokin_shinkin 1.0219e+006 1.0253e+006 9.8578e+005 1.0415e+006 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
yokin_toshigin 1.3611e+005 0.065328 0.27804 -1.2716 
yokin_chigin1 49255. 0.028337 -0.47091 -1.0615 
yokin_chigin2 25296. 0.044028 0.46542 -1.2017 
yokin_shinkin 20819. 0.020373 -0.80989 -0.46035 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
yokin_toshigin 未定義 未定義 2.4534e+005 0 
yokin_chigin1 未定義 未定義 87865. 0 
yokin_chigin2 未定義 未定義 47597. 0 




基本統計量 使用した観測: 2007 – 2016 (億円単位 平均残高) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
yokin_yubin 1.7730e+006 1.7705e+006 1.7465e+006 1.8174e+006 
yokin_shinkin 1.2366e+006 1.2293e+006 1.1251e+006 1.3674e+006 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
yokin_yubin 20760. 0.011709 0.89942 0.15086 
yokin_shinkin 81337. 0.065776 0.23714 -1.1560 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
yokin_yubin 未定義 未定義 25055. 0 
yokin_shinkin 未定義 未定義 1.4593e+005 0 
 
図 1－4 図 1－5 図 1－6 の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 2012 – 2017年 (億円単位 貸出末残高) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
corp_lend_toshigi
n 
1.2123e+006 1.2200e+006 1.1455e+006 1.2559e+006 
corp_lend_chigin1 1.0694e+006 1.0725e+006 9.9581e+005 1.1301e+006 
corp_lend_chigin2 5.1548e+005 5.1655e+005 4.8543e+005 5.4299e+005 
corp_lend_shinkin 4.1796e+005 4.1510e+005 4.0540e+005 4.3699e+005 
tyu_lend_toshigin 7.0785e+005 7.0950e+005 6.8946e+005 7.2390e+005 
tyu_lend_chigin1 7.3138e+005 7.2644e+005 6.7136e+005 7.9519e+005 
tyu_lend_chigin2 2.2875e+005 2.2868e+005 2.1508e+005 2.4202e+005 
ind_lend_toshigin 4.5710e+005 4.5841e+005 4.4830e+005 4.6250e+005 
ind_lend_chigin1 5.1960e+005 5.1962e+005 4.7034e+005 5.6701e+005 
ind_lend_chigin2 1.4478e+005 1.4453e+005 1.3604e+005 1.5386e+005 
ind_lend_shinkin 1.8861e+005 1.8715e+005 1.8179e+005 1.9833e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
corp_lend_toshigi
n 
43625. 0.035987 -0.46811 -1.1441 
corp_lend_chigin1 54971. 0.051403 -0.15276 -1.4820 
corp_lend_chigin2 24310. 0.047160 -0.078087 -1.5898 
corp_lend_shinkin 12455. 0.029800 0.49668 -1.2022 
tyu_lend_toshigin 11905. 0.016819 -0.26900 -0.78902 
tyu_lend_chigin1 50527. 0.069084 0.13139 -1.5178 
tyu_lend_chigin2 11585. 0.050643 0.00016703 -1.5993 
ind_lend_toshigin 5788.3 0.012663 -0.46967 -1.2712 
ind_lend_chigin1 37216. 0.071624 -0.031731 -1.3700 
ind_lend_chigin2 6723.7 0.046440 0.065602 -1.2907 
ind_lend_shinkin 6703.8 0.035543 0.40701 -1.3659 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
corp_lend_toshigi
n 
未定義 未定義 84733. 0 
corp_lend_chigin1 未定義 未定義 1.1108e+005 0 





corp_lend_shinkin 未定義 未定義 23255. 0 
tyu_lend_toshigin 未定義 未定義 18177. 0 
tyu_lend_chigin1 未定義 未定義 1.0232e+005 0 
tyu_lend_chigin2 未定義 未定義 24410. 0 
ind_lend_toshigin 未定義 未定義 10562. 0 
ind_lend_chigin1 未定義 未定義 71916. 0 
ind_lend_chigin2 未定義 未定義 12792. 0 
ind_lend_shinkin 未定義 未定義 13072. 0 
corp は法人向け、tyu は中小企業向け、ind は個人向けの意味、 
図 1－7～図 1-10 表 1－1～表 1－4 の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 2012:01 - 2017:08 
（貸出金残高lend_ は億円 利子率：rate_は％） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
rate_toshi 1.0303 1.0190 0.78100 1.3320 
rate_chigin1 1.2756 1.2750 0.99200 1.5980 
rate_chigin2 1.5098 1.5140 1.1850 1.8640 
rate_shinkin 1.8534 1.8600 1.5610 2.1580 
lend_toshigin 2.0037e+006 2.0031e+006 1.9250e+006 2.0983e+006 
lend_chigin1 1.7115e+006 1.7039e+006 1.5610e+006 1.8851e+006 
lend_chigin2 4.5769e+005 4.5471e+005 4.3183e+005 4.9378e+005 
lend_shinkin 6.3548e+005 6.2983e+005 6.1540e+005 6.7141e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
rate_toshi 0.17063 0.16561 0.14227 -1.1926 
rate_chigin1 0.17816 0.13967 0.081806 -1.1390 
rate_chigin2 0.19948 0.13212 0.026399 -1.1494 
rate_shinkin 0.17847 0.096298 -0.029594 -1.1880 
lend_toshigin 48350. 0.024130 0.15632 -0.86051 
lend_chigin1 99156. 0.057935 0.11021 -1.2440 
lend_chigin2 20236. 0.044213 0.32587 -1.2905 
lend_shinkin 17539. 0.027599 0.63362 -0.95223 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
rate_toshi 0.78880 1.2984 0.30200 0 
rate_chigin1 1.0038 1.5654 0.29725 0 
rate_chigin2 1.2002 1.8281 0.33475 0 
rate_shinkin 1.5722 2.1262 0.29975 0 
lend_toshigin 1.9274e+006 2.0875e+006 68577. 0 
lend_chigin1 1.5655e+006 1.8691e+006 1.7832e+005 0 
lend_chigin2 4.3329e+005 4.9149e+005 38863. 0 






図 1－11 の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 1994 - 2005 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
lend_manu 1.0593e+005 1.1060e+005 81428. 1.2399e+005 
lend_nonmanu 3.6548e+005 3.7355e+005 3.2750e+005 3.9979e+005 
lend_pub 11210. 10621. 6062.0 18081. 
lend_ind 1.9416e+005 1.9604e+005 1.7650e+005 2.0205e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
lend_manu 16664. 0.15731 -0.32792 -1.5285 
lend_nonmanu 26954. 0.073749 -0.26889 -1.5785 
lend_pub 3681.9 0.32845 0.48803 -0.78715 
lend_ind 7199.9 0.037082 -1.2814 1.0286 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
lend_manu 未定義 未定義 33656. 0 
lend_nonmanu 未定義 未定義 53798. 0 
lend_pub 未定義 未定義 5989.0 0 
lend_ind 未定義 未定義 7198.0 0 
製造業貸出：lend_manu、 非製造業貸出：lend_nonmanu、 公共団体向け貸出：lend_pub、 個人向け




図３－１の基本統計表 使用した観測: 2001:04 - 2013:03 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
loan_ind 5.8746e+005 5.9399e+005 5.4290e+005 6.1363e+005 
loan_home 9.8089e+005 1.0174e+006 7.8292e+005 1.0946e+006 
lend_pub 1.9216e+005 1.7741e+005 1.4408e+005 2.6119e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
loan_ind 20099. 0.034213 -0.94638 -0.38281 
loan_home 89885. 0.091636 -0.88832 -0.56224 
lend_pub 34288. 0.17843 0.54695 -1.1417 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
loan_ind 5.4943e+005 6.1051e+005 22248. 0 
loan_home 8.0139e+005 1.0752e+006 1.2466e+005 0 
lend_pub 1.5063e+005 2.5233e+005 62322. 0 

















図 3－2～図 3－9 と表 3－2～表 3－11 の基本統計表 
使用した観測: 2001:04 - 2013:03 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
loan_ind 5.8746e+005 5.9399e+005 5.4290e+005 6.1363e+005 
loan_home 9.8089e+005 1.0174e+006 7.8292e+005 1.0946e+006 
lend_pub 1.9216e+005 1.7741e+005 1.4408e+005 2.6119e+005 
rate_toshi 1.1814 1.2200 0.57000 1.6770 
rate_chigin1 1.7878 1.8555 1.1110 2.1670 
rate_chiigin2 2.1102 2.1880 1.4160 2.4370 
rate_shinkin 2.4172 2.4800 1.0000 2.7210 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
loan_ind 20099. 0.034213 -0.94638 -0.38281 
loan_home 89885. 0.091636 -0.88832 -0.56224 
lend_pub 34288. 0.17843 0.54695 -1.1417 
rate_toshi 0.28013 0.23711 -0.32765 -0.98361 
rate_chigin1 0.23027 0.12880 -0.75153 -0.27147 
rate_chiigin2 0.23252 0.11019 -0.83676 -0.29547 
rate_shinkin 0.26259 0.10863 -3.3204 15.230 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
loan_ind 5.4943e+005 6.1051e+005 22248. 0 
loan_home 8.0139e+005 1.0752e+006 1.2466e+005 0 
lend_pub 1.5063e+005 2.5233e+005 62322. 0 
rate_toshi 0.69000 1.5495 0.47975 0 
rate_chigin1 1.3480 2.0810 0.34425 0 
rate_chiigin2 1.6680 2.3668 0.36075 0 
rate_shinkin 2.1043 2.6540 0.26925 0 




図 3－10～図 3－12、 表 3－12～表 3－16 の基本統計表 
使用した観測: 1994:02 - 2017:08  
利子別貸出残高（億円単位）：区分した利子率はrate_数値で表記した。 
 
基本統計量 使用した観測: 1994:02 - 2017:08 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
rate_05less 3.6505e+005 3.2607e+005 14232. 1.4112e+006 
rate_1 6.3644e+005 5.0780e+005 2455.0 1.4245e+006 
rate15 6.3523e+005 6.3282e+005 10981. 1.0890e+006 
rate2 7.6418e+005 8.3804e+005 20121. 1.1615e+006 
rate3 1.1532e+006 1.1859e+006 2.1674e+005 1.9744e+006 
rate4 4.6031e+005 3.6568e+005 63063. 2.0887e+006 
rate5 1.6708e+005 65470. 16971. 1.3099e+006 
rate8 99651. 20723. 10033. 9.3678e+005 
rate10 18617. 9142.0 5851.0 99771. 
rate12 8220.4 8022.0 4955.0 20211. 
248 
 
rate_12grt 13241. 11871. 7187.0 29764. 
Aggre_lend 4.3212e+006 4.2816e+006 3.9048e+006 4.7946e+006 
low_rate_lend 3.5541e+006 3.7644e+006 3.0591e+005 4.4942e+006 
middle_rate_lend 7.2704e+005 4.5447e+005 91850. 4.1261e+006 
high_rate_lend 40079. 28987. 25071. 1.3857e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
rate_05less 3.5424e+005 0.97037 1.2699 1.0474 
rate_1 3.6514e+005 0.57373 0.46098 -0.55224 
rate15 2.8336e+005 0.44608 -0.51724 -0.75821 
rate2 2.3418e+005 0.30645 -1.8248 3.2794 
rate3 4.8807e+005 0.42325 -0.18701 -0.95594 
rate4 4.4003e+005 0.95593 2.3198 5.5069 
rate5 2.9821e+005 1.7849 2.9412 7.6343 
rate8 1.8979e+005 1.9045 2.7568 6.9091 
rate10 20788. 1.1166 2.2307 4.2540 
rate12 2331.8 0.28366 2.0312 6.5099 
rate_12grt 5376.7 0.40605 1.4672 1.4854 
Aggre_lend 2.4526e+005 0.056759 0.16424 -1.3292 
low_rate_lend 8.5122e+005 0.23951 -2.7725 7.5915 
middle_rate_lend 9.1737e+005 1.2618 2.6613 6.6313 
high_rate_lend 23149. 0.57759 2.4313 5.5081 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
rate_05less 17435. 1.2424e+006 4.1952e+005 0 
rate_1 4063.6 1.3059e+006 4.3265e+005 0 
rate15 17547. 9.4569e+005 4.4722e+005 0 
rate2 38023. 1.0276e+006 1.8060e+005 0 
rate3 3.3137e+005 1.8897e+006 7.6430e+005 0 
rate4 77165. 1.9242e+006 3.5661e+005 0 
rate5 18545. 1.2105e+006 89223. 0 
rate8 10465. 6.7614e+005 51861. 0 
rate10 6024.0 72496. 10065. 0 
rate12 5207.0 14185. 1881.0 0 
rate_12grt 7637.6 26266. 4365.0 0 
Aggre_lend 3.9718e+006 4.6916e+006 4.5875e+005 0 
low_rate_lend 5.2199e+005 4.3425e+006 3.4250e+005 0 
middle_rate_lend 1.0689e+005 3.9569e+006 5.0016e+005 0 



















図 3－13～図 3－18  表 3－17～表 3－22、表 3－24～表 3－26 の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 1997:09 - 2017:08 (利子は%表記) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
rate_glend_toshi 1.1400 1.1730 0.38800 1.8360 
rate_glend_chigin1 1.7076 1.8330 0.82100 2.1990 
rate_glend_chigin2 2.0150 2.1605 1.0870 2.5990 
rate_glend_shinkin 2.3695 2.4600 1.4970 2.9310 
rate_slend_toshi 0.97533 0.98050 0.22200 1.7620 
rate_slend_chigin1 1.8193 1.8635 1.1270 2.2700 
rate_slend_chigin2 2.0786 2.1630 1.3240 2.4970 
rate_slend_shinkin 2.4925 2.5640 1.7760 2.9180 
rate_llend_toshi 1.4210 1.4645 0.59700 2.2760 
rate_llend_chigin1 1.6668 1.7575 0.66900 2.4590 
rate_llend_chigin2 2.0337 2.1700 0.89200 3.1010 
rate_llend_shinkin 2.2271 2.2835 1.3240 2.9870 
変数 標準偏差 変動係数 歪度 過剰尖度 
rate_glend_toshi 0.43304 0.37985 -0.12113 -1.2680 
rate_glend_chigin1 0.37556 0.21994 -0.57039 -0.93763 
rate_glend_chigin2 0.40579 0.20139 -0.65072 -0.80082 
rate_glend_shinkin 0.32902 0.13885 -0.63803 -0.58034 
rate_slend_toshi 0.46789 0.47973 -0.027409 -1.3968 
rate_slend_chigin1 0.25548 0.14043 -0.64274 -0.18616 
rate_slend_chigin2 0.28347 0.13638 -0.82119 -0.32308 
rate_slend_shinkin 0.23624 0.094781 -0.88812 0.0012812 
rate_llend_toshi 0.42279 0.29753 -0.23647 -0.82536 
rate_llend_chigin1 0.49691 0.29813 -0.19738 -1.1737 
rate_llend_chigin2 0.56466 0.27765 -0.22775 -1.0897 
rate_llend_shinkin 0.40864 0.18348 -0.24073 -0.96188 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
rate_glend_toshi 0.45720 1.7932 0.76625 0 
rate_glend_chigin1 1.0213 2.1720 0.63225 0 
rate_glend_chigin2 1.2361 2.5133 0.65925 0 
rate_glend_shinkin 1.7770 2.7940 0.48375 0 
rate_slend_toshi 0.28405 1.6489 0.88300 0 
rate_slend_chigin1 1.3061 2.1358 0.39325 0 
rate_slend_chigin2 1.4886 2.4229 0.38075 0 
rate_slend_shinkin 2.0090 2.8045 0.31300 0 
rate_llend_toshi 0.67110 2.1053 0.63500 0 
rate_llend_chigin1 0.87555 2.3880 0.84100 0 
rate_llend_chigin2 1.0862 2.8680 0.96050 0 









変数 平均 中央値 最小値 最大値 
book_CP 25685. 21618. 6588.0 72054. 
lend_togin 1.8439e+006 1.7669e+006 1.6473e+006 2.2159e+006 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
book_CP 14121. 0.54979 1.3040 1.0906 
lend_togin 1.6487e+005 0.089412 0.86340 -0.77159 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
book_CP 11079. 55136. 16009. 0 
lend_togin 1.6697e+006 2.1476e+006 2.8484e+005 0 
 
図 3－19 基本統計表 使用した観測: 2012:01 - 2017:08（億円単位） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
tegata_allbank 14720. 13798. 6588.0 28907. 
CP_allbank 4097.3 4267.5 99.000 6878.0 
lend_allbank 8.1961e+005 8.0262e+005 7.5223e+005 9.3730e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
tegata_allbank 4545.2 0.30879 0.89674 0.47986 
CP_allbank 1371.8 0.33481 -0.46688 0.52680 
lend_allbank 57342. 0.069963 0.60176 -0.90704 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
tegata_allbank 8144.3 23586. 4688.8 0 
CP_allbank 1585.3 6335.7 1825.3 0 
lend_allbank 7.5428e+005 9.3018e+005 96977. 0 
tegata 手形発行残高、CP は CP 保有残高、lend は貸出残高であり、億円単位。  
図3－20～図3－22、表3－28～表3－30の基本統計表 
使用した観測: 2001:04 - 2013:03 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
book_CP 1.2986e+005 1.3641e+005 81424. 1.7717e+005 
lend_chigin1 1.4198e+006 1.3988e+006 1.2964e+006 1.6205e+006 
lend_chigin2 4.2025e+005 4.2508e+005 3.8972e+005 4.5608e+005 
lend_shinkin 6.2446e+005 6.2292e+005 6.1013e+005 6.5378e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
book_CP 23658. 0.18218 -0.40389 -1.0344 
lend_chigin1 98990. 0.069720 0.33326 -1.3600 
lend_chigin2 14177. 0.033735 -0.34529 -0.69294 
lend_shinkin 8686.1 0.013910 1.1214 1.1615 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
book_CP 91042. 1.6212e+005 44488. 0 
lend_chigin1 1.3050e+006 1.5884e+006 1.8551e+005 0 
lend_chigin2 3.9409e+005 4.3923e+005 21983. 0 









図 3－23 と表 3－32 の基本統計表 
図3－23の基本統計量 使用した観測: 2012 – 2017（億円単位  rateは比率） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
yokin_all 6.6753e+006 6.5897e+006 6.0450e+006 7.4596e+006 
yokin_pub 1.8672e+005 1.8094e+005 1.6236e+005 2.1517e+005 
rate_pub_yokin 0.027919 0.027776 0.026858 0.029172 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
yokin_all 5.2551e+005 0.078724 0.35009 -1.1404 
yokin_pub 20456. 0.10955 0.33518 -1.3422 
rate_pub_yokin 0.00092651 0.033186 0.27133 -1.3867 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
yokin_all 未定義 未定義 9.5846e+005 0 
yokin_pub 未定義 未定義 37620. 0 
rate_pub_yokin 未定義 未定義 0.0018980 0 
2017 年は１から 8 月までの数値を平均して求めた。比率は小数点表記である。 
表3－31 の基本統計量 使用した観測: 2012:01 - 2017:08(末残 億円単位) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
pub_touza-
yokin 
3.7571e+005 3.7125e+005 3.0034e+005 4.9149e+005 
pub_teikiyokin 3.2429e+006 3.1792e+006 2.6775e+006 3.9398e+006 
pub_hutuyokin 74444. 76106. 54837. 90723. 
lend_pub47 2.5992e+005 2.6145e+005 2.2409e+005 2.8650e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
pub_touza-
yokin 
46462. 0.12366 0.33270 -0.60131 
pub_teikiyokin 3.6377e+005 0.11217 0.32672 -0.95604 
pub_hutuyokin 8973.0 0.12053 -0.44708 -0.80104 
lend_pub47 17305. 0.066578 -0.31281 -1.1208 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
pub_touza-
yokin 
3.0650e+005 4.5597e+005 72237. 0 
pub_teikiyokin 2.7486e+006 3.9072e+006 6.1328e+005 0 
pub_hutuyokin 58272. 86701. 13773. 0 
lend_pub47 2.3159e+005 2.8356e+005 29276. 0 
 
図 3－24 と表 3－32 の基本統計表 
使用した観測: 1998:04 - 2017:08(末残 億円単位) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
yokin_all 5.6146e+006 5.4251e+006 4.4750e+006 7.5289e+006 
pub_all_yokin 1.7066e+005 1.6615e+005 1.1849e+005 2.5728e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
yokin_all 7.7344e+005 0.13775 0.71205 -0.37225 
pub_all_yokin 29751. 0.17433 0.61418 -0.19088 
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変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
yokin_all 4.6438e+006 7.1581e+006 1.0795e+006 0 
pub_all_yokin 1.2889e+005 2.2643e+005 39442. 0 
 
図 3－25～図 3－28 と表 3－33～表 3－37 の基本統計表 
基本統計量 使用した観測: 2012:01 - 2017:08（貸出金末残高 億円単位） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
lend_pub 2.6239e+005 2.6389e+005 2.2673e+005 2.8896e+005 
rate_glend_toshi 0.60584 0.58500 0.38800 0.90800 
rate_glend_chigin1 1.1948 1.2220 0.82100 1.4720 
rate_glend_chigin2 1.4554 1.4835 1.0870 1.8160 
rate_glend_shinkin 1.4304 1.0000 1.0000 2.3180 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
lend_pub 17234. 0.065681 -0.30897 -1.1240 
rate_glend_toshi 0.14649 0.24180 0.54712 -0.80092 
rate_glend_chigin1 0.16238 0.13591 -0.24515 -0.82135 
rate_glend_chigin2 0.19026 0.13073 -0.23678 -1.0263 
rate_glend_shinkin 0.55330 0.38681 0.50884 -1.7060 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
lend_pub 2.3432e+005 2.8592e+005 29129. 0 
rate_glend_toshi 0.41195 0.87785 0.21200 0 
rate_glend_chigin1 0.89555 1.4452 0.28150 0 
rate_glend_chigin2 1.1232 1.7275 0.31950 0 
rate_glend_shinkin 1.0000 2.2361 1.0903 0 
   rate は貸出利子率の総合の値（%）で表記している。 
 
図 3－29～図 3－33 と表 3－38～表 3－42 の基本統計表 
使用した観測: 2012:01 - 2017:09（金額は億円単位） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
contr_commit 30.460 30.282 26.827 33.714 
use_commit 8.6514 8.7004 7.2100 10.348 
use_ratio 0.28430 0.27873 0.24315 0.33734 
lend_toshigin 2.0256e+006 2.0255e+006 1.9471e+006 2.1190e+006 
lend_chigin1 1.7141e+006 1.7053e+006 1.5610e+006 1.8925e+006 
lend_chigin2 4.5824e+005 4.5478e+005 4.3183e+005 4.9569e+005 
lend_shinkin 6.3604e+005 6.2986e+005 6.1540e+005 6.7421e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
contr_commit 1.7529 0.057546 -0.022207 -0.68859 
use_commit 0.82536 0.095402 0.10178 -1.1148 
use_ratio 0.025301 0.088994 0.51468 -0.95167 
lend_toshigin 48784. 0.024084 0.18339 -0.87987 
lend_chigin1 1.0081e+005 0.058809 0.11043 -1.2414 
lend_chigin2 20601. 0.044956 0.31643 -1.2979 
lend_shinkin 18023. 0.028336 0.62811 -0.95749 





contr_commit 27.346 33.437 2.8873 0 
use_commit 7.4594 9.9706 1.4857 0 
use_ratio 0.25441 0.33244 0.044959 0 
lend_toshigin 1.9494e+006 2.1084e+006 72778. 0 
lend_chigin1 1.5657e+006 1.8757e+006 1.7906e+005 0 
lend_chigin2 4.3330e+005 4.9263e+005 39134. 0 




4 章  
図 4－1～図 4－6 表 4－1～表 4－4 の基本統計表 
使用した観測: 2007 – 2016年(100万円単位) 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
kokusai 1.2820e+008 1.4157e+008 6.8805e+007 1.5677e+008 
tihousai 5.9180e+006 5.7708e+006 5.2892e+006 7.4992e+006 
lend_yubin 3.6633e+006 3.9953e+006 2.5420e+006 4.2388e+006 
yokin_all 1.7730e+008 1.7705e+008 1.7465e+008 1.8174e+008 
syueki_unyou 1.8588e+006 1.8847e+006 1.2651e+006 2.3099e+006 
cost_keijyou 1.5721e+006 1.5218e+006 1.0727e+006 2.1033e+006 
cost_ekimu 24896. 25330. 9704.0 32845. 
cost_gyoumu 35625. 14506. 1218.0 1.2021e+005 
cost_eigyou 1.0926e+006 1.1122e+006 6.1779e+005 1.2662e+006 
rieki_keijyou 4.8906e+005 5.1040e+005 2.5617e+005 5.9354e+005 
net_rieki 3.0649e+005 3.2070e+005 1.5218e+005 3.7395e+005 
変数 標準偏差 変動係数 歪度 過剰尖度 
kokusai 3.1873e+007 0.24862 -0.86677 -0.71294 
tihousai 6.1429e+005 0.10380 1.8144 2.6015 
lend_yubin 6.1986e+005 0.16921 -0.88847 -0.88764 
yokin_all 2.0760e+006 0.011709 0.89942 0.15086 
syueki_unyou 2.9037e+005 0.15622 -0.60133 0.067420 
cost_keijyou 2.5834e+005 0.16432 0.18500 0.95456 
cost_ekimu 6808.9 0.27349 -0.95211 0.49872 
cost_gyoumu 38846. 1.0904 1.1650 0.16003 
cost_eigyou 1.8122e+005 0.16585 -1.9217 2.9826 
rieki_keijyou 1.0513e+005 0.21496 -1.1129 0.35270 
net_rieki 68287. 0.22281 -1.2635 0.66150 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
kokusai 未定義 未定義 5.4951e+007 0 
tihousai 未定義 未定義 5.6191e+005 0 
lend_yubin 未定義 未定義 1.0785e+006 0 
yokin_all 未定義 未定義 2.5055e+006 0 
syueki_unyou 未定義 未定義 3.5932e+005 0 
cost_keijyou 未定義 未定義 2.0848e+005 0 
cost_ekimu 未定義 未定義 9015.8 0 
cost_gyoumu 未定義 未定義 50920. 0 
cost_eigyou 未定義 未定義 1.5121e+005 0 
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rieki_keijyou 未定義 未定義 1.4330e+005 0 
net_rieki 未定義 未定義 78447. 0 
 
図 4－8～図 4－13 と表 4－6～表 4－11 の基本統計表 
使用した観測: 2016:04 - 2017:08（保証金額100万円単位、貸出は億円単位） 
変数 平均 中央値 最小値 最大値 
lend_toshigin 2.0624e+006 2.0744e+006 2.0242e+006 2.0983e+006 
lend_chigin1 1.8414e+006 1.8482e+006 1.7976e+006 1.8851e+006 
lend_chigin2 4.8542e+005 4.8766e+005 4.7531e+005 4.9378e+005 
lend_shinkin 6.6076e+005 6.6274e+005 6.4814e+005 6.7141e+005 
hosyou_ok 6.8403e+005 6.5302e+005 4.5939e+005 9.7902e+005 
stock_hosyou_saimu 2.4227e+007 2.4339e+007 2.2975e+007 2.5510e+007 
daiibennsai 31912. 31971. 24350. 40689. 
変数 標準偏差 変動係数 歪度  過剰尖度 
lend_toshigin 27297. 0.013236 -0.13298 -1.6737 
lend_chigin1 28864. 0.015675 -0.11089 -1.3464 
lend_chigin2 6271.0 0.012919 -0.23894 -1.4166 
lend_shinkin 7690.7 0.011639 -0.24527 -1.3334 
hosyou_ok 1.5888e+005 0.23228 0.44518 -0.77537 
stock_hosyou_saimu 7.6953e+005 0.031763 -0.10205 -1.1206 
daiibennsai 4146.7 0.12994 0.30744 -0.32019 
変数 5% Perc. 95% Perc. IQ range 欠損値数 
lend_toshigin 未定義 未定義 53729. 0 
lend_chigin1 未定義 未定義 51402. 0 
lend_chigin2 未定義 未定義 12149. 0 
lend_shinkin 未定義 未定義 14336. 0 
hosyou_ok 未定義 未定義 2.4159e+005 0 
stock_hosyou_saimu 未定義 未定義 1.3394e+006 0 
daiibennsai 未定義 未定義 6667.0 0 
 
